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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 

売上高 （千円） 9,698,853 9,278,540 8,650,353 7,334,551 7,695,565 

経常利益又は経常損

失（△） 
（千円） 149,449 165,454 110,048 △526,955 61,794 

当期純利益又は当期

純損失（△） 
（千円） △86,990 △37,407 29,053 △1,179,924 △721,864 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,554,600 1,554,600 1,554,600 1,554,600 1,554,600 

発行済株式総数 （株） 7,447,440 7,447,440 7,447,440 7,447,440 37,237,200 

純資産額 （千円） 5,438,690 5,348,978 5,360,460 4,118,523 3,378,195 

総資産額 （千円） 8,904,044 8,964,594 8,774,803 7,642,803 6,066,447 

１株当たり純資産額 （円） 768.39 765.18 762.82 592.57 97.53 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間

配当額） 

（円） 
8.00 

(－) 

8.00 

(－) 

6.00 

(－) 

6.00 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純利

益又は当期純損失

（△） 

（円） △12.29 △5.31 4.18 △168.83 △20.83 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
（円） － － 4.18 － － 

自己資本比率 （％） 61.08 59.67 61.09 53.89 55.69 

自己資本利益率 （％） △1.60 △0.69 0.54 △28.65 △21.37 

株価収益率 （倍） － － 62.20 － － 

配当性向 （％） － － 143.54 － － 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △555,996 1,081,797 △598,995 △78,362 △46,541 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 269,054 115,693 237,391 △610,113 △268,356 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △121,453 △142,271 123,429 △112,916 △707,577 

現金及び現金同等物

の期末残高 
（千円） 2,546,390 3,601,609 3,363,434 2,562,042 1,539,566 

従業員数 

［外、平均臨時雇用

者数］ 

（人） 
477 

(97) 

440 

(94) 

421 

(95) 

411 

(84) 

360 

(67) 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第50期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第二号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第四号）を適用しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第49期から自己株式方式のストックオプション制度を採

用しておりますが、第49期は権利行使期間未到来のため、第50期は希薄化効果を有していないため、第52期

及び第53期は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

４．第49期、第50期、第52期及び第53期の株価収益率及び配当性向は、当期純損失を計上しているため記載して

おりません。 

５．平成17年８月８日を分割基準日、平成17年10月３日を効力発生日として、株式１株につき５株の株式分割を

行っております。 

６．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和29年７月 東京都千代田区有楽町１丁目７番地に株式会社深夜放送を設立 

昭和34年４月 日本技術開発株式会社に商号を変更し、同上地に本社を置き、土木、建築に関する各種測量、調

査、計画、設計および監理の営業を開始 

６月 建築士法により一級建築士事務所登録 

昭和35年２月 東京都中央区築地４丁目４番地に本社を移転 

昭和37年３月 測量法により測量業者登録 

７月 大阪市南区に大阪支社を開設 

10月 東京都千代田区西神田２丁目９番地に本社を移転 

昭和38年７月 名古屋市中区に名古屋出張所を開設（現 名古屋支社） 

昭和39年６月 東京都文京区大塚窪町10番地に本社を移転 

７月 宮城県仙台市に仙台出張所を開設（現 東北支社） 

12月 建設コンサルタント登録規程（昭和39年建設省告示第1131号）により、建設コンサルタント登録 

昭和40年１月 福岡県福岡市に福岡出張所を開設（現 九州支社） 

昭和42年４月 東京都新宿区西大久保３丁目10番地に本社を移転 

昭和53年５月 横浜市中区に横浜事務所を開設（現 横浜支店） 

12月 地質調査業者登録規程により、地質調査業者登録 

昭和60年５月 補償コンサルタント登録規程により補償コンサルタント登録 

平成元年３月 計量法により計量証明事業（騒音、濃度）登録 

平成３年12月 東京都中野区本町５丁目33番11号に本社を移転（登記上は平成４年10月） 

平成６年４月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成９年７月 東京都中野区に東京支社を開設 

７月 埼玉県与野市に北関東支社を開設（現 北関東支店） 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 



３【事業の内容】 

 当社は、建設事業の企画から調査、計画、設計、施工管理までを一貫して行う建設コンサルタントを主たる業務と

しております。 

 また、業務分野に関しましては、「都市および地域の計画・設計」、「道路・交通・橋梁およびトンネルの計画・

設計」、「河川・農業土木・上下水および廃棄物処理の計画・設計」を主体に、これらに付随する地質調査および測

量他の業務を営んでおります。その多くの業務が公共事業にかかわるものであることから、官公需への依存度が高く

なっております。 

［事業系統図］ 

４【関係会社の状況】 

 （注） 有価証券報告書を提出しております。 

名称 住所 資本金又は出資金 主要な事業内容 
議決権の所有［被
所有］割合（％） 

関係内容 

（関連会社） 

上海日技環境技術咨

詢有限公司 

中国上海市 300万人民元 

廃棄物処理分野の

コンサルタント事

業 

45.00 業務提携 

（その他の関係会

社） 

㈱エイトコンサルタ

ント（注） 

岡山県岡山市 2,056,880千円 
建設コンサルタン

ト業務、調査業務 
[32.81％] 業務提携 

㈱夢真ホールディン

グス（注） 
東京都文京区 805,147千円 

施工管理の業務請

負及び施工図作図 
[22.28％] － 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平成17年６月に希望退職者の募集を行ったことなどにより、前事業年度末より51名減少しております。 

３．平均年間給与（税込み）は、基準外賃金及び賞与が含まれております。 

(2）労働組合の状況 

ａ．名称     日本技術開発労働組合 

ｂ．上部団体名  全国建設関連産業労働組合連合会 

ｃ．結成年月日  昭和41年５月14日 

ｄ．組合員数   130名（平成18年６月30日現在） 

ｅ．労使関係   労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成18年６月30日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

360（67） 43才２ヶ月 13年10ヶ月 5,814,156 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期におけるわが国経済は、順調な企業収益に支えられ民間設備投資が増大し、雇用環境の改善や個人消費の回

復などにより堅調に推移しました。 

 しかしながら、建設コンサルタント業界におきましては、公共事業の縮減や企業間の価格競争の激化などにより

従来にも増して厳しい状況で推移しました。 

 このような状況の下、当社は、昨年４月に施行された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」によって、業

務発注がこれまでの価格による競争入札方式からプロポーザル（技術提案）による技術力に基づく契約方式に大き

く移行していく環境変化に積極的に対処するため、当期から、専門技術力の強化と差別化を意図して技術部門の再

編と機能の強化を行いました。 

 すなわち、部門構成として、従来からのⅰ.道路・交通、ⅱ.都市・環境、ⅲ.資源・環境の三部門に加え、新た

に、環境分野と地下・地盤技術分野及び防災・保全分野からなる「リサーチ・エンジニアリング部門」と各種イン

フラのアセットマネジメント、都市・地域の再生計画やPFIなど民間関与サービスなどといったソフト面でのイン

フラのソリューション・ビジネスを展開する「都市・マネジメント部門」の二つの部門を設けることとしました。

 部門機能の強化につきましては、支社・事業部体制との関係を、部門が経営計画（Plan）の策定と執行状況のチ

ェック（Check）を、支社・事業部が計画の執行（Do）とその修正行動（Action）の各責任を果たすべきとの、言

わばPDCAサイクルにおける役割と機能分担を明確にすることとしました。 

 一方、わが国社会の成熟化に伴う国土保全やインフラ整備のニーズの変化に積極的に対処することによって受注

競争力を高めるため、平成17年８月に策定した中期経営計画において①環境・エネルギー分野②自然災害リスク分

野③都市・地域再生分野④マネジメント分野の四つを重点事業分野と定め、上述した五つの技術部門を横断した新

たな商品構成とビジネスモデルの確立に努めました。中でも、マネジメント分野につきましては、昨年４月に施行

された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の浸透と相まって需要の増加が見込まれることから、本社組織

の事業推進本部内に「インフラ・マネジメント推進室」を設け、現在、使われている道路・交通や公園、廃棄物処

理施設などを対象とした維持管理計画や運営管理業務の受注に向けた積極的な展開を図ることとしました。また、

地球規模での環境問題に関するコンサルティング業務への展開のために、国際事業部内に地球温暖化対策室を設

け、積極的な営業行動を推進することとしました。 

 さらに上述しました当期における通常の事業状況の他に、当社株式に対する法人二社からの公開買付けが行われ

たことがあげられます。 

 昨年７月に民間建築施工管理請負を主な業容とする株式会社夢真ホールディングスによる当社株式への公開買付

けが、当社取締役会の同意を得ることなく、同月20日に始められました。当社は、これに先立つ同月７日に、株主

の利益の保護をはかるため「大規模買付ルール」の導入を取締役会で決定し、同日付プレスリリース「大規模買付

行為への対応方針に関するお知らせ」により公表いたしておりましたが、この公開買付けは、上記大規模買付ルー

ルに必要な情報の提供が行われないままに開始されることとなったため、当社株主の利益に合致しないものと判断

し、当社株式１株を５株とする株式分割を決議する等上記「大規模買付行為への対応方針に関するお知らせ」で公

表した方針（以下、「対応方針」といいます。）に従い、一定の防衛策を実施いたしました。一方、同年８月、同

じ建設コンサルタント業を営む株式会社エイトコンサルタントから、上記対応方針に従い、当社株式の公開買付け

による資本・業務提携の意向表明があり、同社は同年８月９日より当社株式に関して公開買付けを開始しました。

当社は、同社の提案の内容を精査した上、株主価値・企業価値向上の観点から同社と業務提携を行うこととし、同

社の公開買付けに賛同することとしました。 

 この両社による公開買付けやその後の市場内外での株取引の結果、昨年12月末には株式会社エイトコンサルタン

トが発行済株式総数の30.28％、株式会社夢真ホールディングスが20.58％をそれぞれ占める当社の株主構成となり

ました。 

 その後、本年６月９日、株式会社エイトコンサルタントは、株式会社夢真ホールディングスから応募の同意を得

た上、当社株式に対する２回目の公開買付けを開始し、平成18年７月３日に公開買付けが完了いたしました。 

 当社は、株主価値・企業価値向上の観点から同社との業務提携強化と同社の公開買付けに賛同をいたしました。



 当社は、平成18年６月８日付プレスリリース「株式会社エイトコンサルタントによる公開買付け賛同及び同社と

の業務提携強化に関するお知らせ」において、株式会社エイトコンサルタントと対等の精神の下、両社のブランド

を活かしながら、同一企業グループとしての総合力を発揮し、経営のスピード化を図り、グループ全体の企業価値

を増大することを目的に業務提携をさらに強化すること、ならびに両社がそれぞれ指名する同数のメンバーにより

構成される「経営統合検討委員会」を新たに設置し、両社の経営形態、事業方針及び資本政策等について誠実に協

議していくことを発表いたしました。 

 なお、株式会社夢真ホールディングスによる当社株式への公開買付けの意向を表明してからほぼ１年の間、当社

をあげて株主の利益・企業価値の確保、そして豊かな経験と優れた能力を有する技術者を主な経営資源とする建設

コンサルタント企業の総体としての価値の確保のため、さまざまな対応をしてきました。しかし、遺憾ながら、こ

れらの諸対応の実施につきましては、単に費用の支出のみならず、受注・業績確保等の企業活動の展開に少なから

ず影響を来したことは否めない事実であります。 

  当期は、このような通常とは異なる状況の下で事業の展開を図ってきたところでありますが、受注高は68億18百

万円（前期比9.8％減）、完成業務収入は76億95百万円（前期比4.9％増）となりました。また、利益面では、固定

費の一層の縮減、生産性の向上に努めた結果、経常利益は61百万円（前期は５億26百万円の損失）となりました。

しかしながら、固定資産の減損に係る会計基準の適用による一部固定資産の減損や、取得株式の評価損に加え、上

記のとおり、大規模買付ルールに従い防衛策等を講じた費用を特別損失に計上したことにより、７億21百万円（前

期は11億79百万円の損失）の当期純損失となりました。このため、株主の皆様には誠に申し訳なく存じますが、利

益配当につきましては、無配とさせていただきました。 

 部門別の概況は次のとおりであります。 

［建設コンサルタント部門］ 

 当社業務の９割以上を占める建設コンサルタント部門（都市及び地域の計画・設計、道路・交通・橋梁及びトン

ネルの計画・設計、河川・農業土木・上下水道及び廃棄物処理の計画・設計、その他）の当期の状況につきまして

は、橋梁と廃棄物処理関連分野の受注の伸び悩みや低価格入札案件の増加が全社受注の低迷の大きな要因となりま

した。前者は昨年夏以降の橋梁工事、廃棄物処理施設やし尿汚泥処理施設の工事受注に係わる談合事件の摘発の影

響を受けて、それらの設計業務の発注が手控えられたことが大きな原因と考えられます。後者は指名競争入札案件

での同業者間の価格競争の激化によるものです。その結果、受注高は63億62百万円（前期比10.8％減）、完成業務

収入72億12百万円（前期比4.4％増）となりました。 

 なお、当期から新たに展開することとしました重点四事業分野のうち、環境・エネルギー分野では、中国上海

市、アモイ市で地球温暖化対策としてのクリーン開発メカニズム（CDM）事業の事業性調査を（財）地球環境セン

ター及び新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）から受注することができました。また、マネジメント分野

につきましては、日本自動車道株式会社が運営する有料自動車道路事業の管理・運営に関する技術アドバイザリー

業務の他、自治体等が管理する廃棄物処理施設関係に係わる同様な案件も受注できました。これらは今後の新しい

分野の業容展開のシーズとして期待しうるものと考えています。 

［その他部門］ 

 建設コンサルタント業務に付随する地質調査等が主なるもので、当期の受注高は４億55百万円（前期比7.7％

増）、完成業務収入は４億83百万円（前期比13.2％増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の減少や投資有価証券の売却などによ

る収入がありましたが、出資金の増加や社債償還などによる支出により、前期末に比べ10億22百万円減少し、当期

末には15億39百万円となりました。 

 また、当期中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期において営業活動の結果使用した資金は46百万円（前期は使用した資金78百万円）となりました。これは主

に、売上債権の減少による収入３億17百万円がありましたが、税引前当期純損失６億97百万円によるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期において投資活動の結果使用した資金は２億68百万円（前期は使用した資金６億10百万円）となりました。

これは主に、投資有価証券の売却による収入74百万円がありましたが、出資金の増加による支出４億円によるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期において財務活動の結果使用した資金は７億７百万円（前期は使用した資金１億12百万円）となりました。

これは主に、社債償還による支出６億50百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社の業務は、業務の性格上生産として把握することが困難であるため販売実績を記載しております。 

(2）受注状況 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 
第53期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

都市および地域の計画・設計（千円） 890,799 △7.5 

道路・交通・橋梁およびトンネルの計

画・設計（千円） 
3,739,884 2.6 

河川・農業土木・上下水道および廃棄

物処理の計画・設計（千円） 
2,152,565 18.4 

その他（千円） 429,293 △10.6 

小計（千円） 7,212,542 4.4 

地質および測量の調査他（千円） 483,023 13.2 

小計（千円） 483,023 13.2 

合計（千円） 7,695,565 4.9 

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

都市および地域の計画・設計 648,039 △32.6 507,117 △32.4 

道路・交通・橋梁およびトンネ

ルの計画・設計 
3,488,994 △12.5 1,283,711 △16.3 

河川・農業土木・上下水道およ

び廃棄物処理の計画・設計 
1,908,994 16.3 870,170 △21.9 

その他 316,606 △41.5 204,741 △35.5 

小計 6,362,635 △10.8 2,865,741 △22.9 

地質および測量の調査他 455,958 7.7 167,798 △13.9 

小計 455,958 7.7 167,798 △13.9 

合計 6,818,594 △9.8 3,033,539 △22.4 



(3）販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

  当社は、平成17年８月に策定した「中期経営計画－インフラ・ソリューション・コンサルタントとしての新展開」

に基づき以下の課題に取り組んでまいります。 

  市場環境の指標としてのわが国の公共事業予算は、来年度以降も１～３％程度の削減が続くとの方針が政府・与党

間で先ごろ明らかにされました。 

 さらに、国、地方を合わせた1,000兆円の大台を超えるといわれている財政赤字の状況からしても、公共事業の削

減の傾向は国、地方自治体とも既定事実として定着してしまった感が否めません。 

  一方、インフラ整備に携わるコンサルタント業界をめぐる経営環境におきましては、昨年４月１日から施行された

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」が２ヵ年目に入り、さまざまな影響が出てきております。具体的には、

工事ばかりでなくコンサルタント業務においても従来の指名競争入札に替わるプロポーザル（技術提案）方式による

発注方式の増加と価格に技術力を加味した総合評価型の契約方式の試行開始、そしてそのために必要となる自治体へ

の発注者支援の具体化があげられます。 

  このことは業務発注において技術力が重視される可能性が高まり、低価格入札案件が減少するとともに、自治体発

注業務への支援などの新たな業容、すなわちインフラ・マネジメントビジネスの拡大につながる明るい材料といえま

す。一方では、高い技術力を有する優れた技術者の育成や確保が、コンサルタント企業の健全で持続可能な発展にと

って、不可欠な要件となりつつあります。 

  また、わが国の公共事業予算が縮小傾向にある中で、国内市場環境を補完する意味においても、従来に増して海外

の市場を対象とした展開が課題であります。具体的には、地球環境問題の解決方策として関心が高まりつつあるCDM

関連プロジェクト等について中国、東南アジア、中南米諸国を対象に積極的な営業展開をはかってまいります。 

  厳しい中にも一方でこのような国内外の新たな可能性が期待される状況下において、当社は発展的な受注確保を可

能ならしめるため、この７月に株式会社エイトコンサルタントの連結子会社となったことを踏まえ、同社との業務提

携を積極的に推進して行くとともに、以下の課題に具体的に対処してまいります。 

  １）受注確保のための“受注・営業戦略”関連施策の推進 

  来期の受注目標確保が業績目標達成の喫緊の課題との認識から、営業職、技術職が一丸となって受注活動を推進

してまいります。このため、当社の商品ラインアップの内容を充実させるとともに、豊かな経験と高い問題解決能

力を有する優れた技術者の存在をアピールする技術営業と、地域の顧客に密着してそのニーズを的確に把握するこ

とにより、きめ細かなサービスの提供を行う地域営業との連携をさらに強化し、発注者のニーズを適切に反映した

解決方策を提案しうる効果的な受注活動を積極的に展開してまいります。 

 また、増加するプロポーザル方式による発注業務への積極的な取組みによってその特定率の向上を実現してまい

りました。 

  なお、当社のコア・コンピタンスとして業界での競争優位にある廃棄物処理関連業務や地震防災に係わる業務に

区分 
第53期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

都市および地域の計画・設計（千円） 890,799 △7.5 

道路・交通・橋梁およびトンネルの計

画・設計（千円） 
3,739,884 2.6 

河川・農業土木・上下水道および廃棄

物処理の計画・設計（千円） 
2,152,565 18.4 

その他（千円） 429,293 △10.6 

小計（千円） 7,212,542 4.4 

地質および測量の調査他（千円） 483,023 13.2 

小計（千円） 483,023 13.2 

合計（千円） 7,695,565 4.9 

相手先 
第52期 第53期 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

国土交通省 1,759,027 24.0 2,012,599 26.2 



ついては、株式会社エイトコンサルタントの強固な営業基盤である中国、四国地域で同社の協力を得て積極的な営

業を展開し、ワン・ストップ・サービスの実現により関連する業務を含めた受注の実現を通して、両社の受注増を

達成することとします。 

  ２）重点四事業分野への積極的展開 

  当社の持続可能な発展のためには、厳しい市場環境の中にあっても受注シェアの確保、向上が不可欠でありま

す。そのために、当社の擁する技術分野の中で相対的に技術力に優れたものを生かし、同業他社と差別化しうる重

点事業分野に特化した営業展開が必要であります。 

  このため前述のとおり、中期経営計画で掲げた重点四分野として①環境・エネルギー分野②自然災害リスク分野

③都市・地域再生分野④マネジメント分野に対し、引き続き積極的に注力してまいります。 

  このうち、①環境・エネルギー分野では、土壌汚染に関わる調査・分析と対策関連業務、CDM関連業務および資

源循環型の地域社会創出のための廃棄物処理の効果的な対策計画業務などへの更なる展開をはかります。②自然災

害リスク分野では、集中豪雨に対する都市内の浸水被害予測図（ハザード・マップ）の作成やその結果に基づく各

種対策の検討業務の他、近い将来、太平洋沿岸に生じる可能性が高いといわれているＭ８級の東海、東南海、南海

大地震の再来や宮城県沖の大地震、さらには首都圏直下型の大地震に対して、災害軽減のためのハード、ソフト両

面での各種施策や対策関連のコンサルタント業務を積極的に展開して行きます。③都市・地域再生分野では、川を

生かした潤いのある都市空間の再生事業や木造密集市街地の再開発事業を視野に入れた展開を図っていきます。④

マネジメント分野では、少子・高齢社会が進展する中、現在供用されている道路施設、ライフライン諸施設、公園

などの各種インフラの効率的な維持管理・更新計画に関するコンサルティングばかりでなく、自治体におけるそれ

らインフラの運営や管理に対する直接的な参画や、最適な予算執行計画などに関するNPM（New Public  

Management）手法の適用などへのソリューション・ビジネスに積極的に取組んでまいります。 

  ３）受注及び業績確保のための部門間連携の推進と部門経営機能の更なる強化 

  当社は、建設コンサルタントを取り巻く市場環境が今後、業界の再編も含め、大きく変化することを想定し、前

述のとおり、当期から当社の基幹商品を構成する道路・交通、都市・環境、資源・環境の３部門に加えて他社との

差別化を図るべく、環境、防災、地盤そして保全技術などの共通基盤技術部門を担うリサーチ・エンジニアリング

部門とソフト面での各種インフラのソリューション・ビジネスを展開する都市・マネジメント部門を発足させまし

た。来期は上記、重点四事業分野への積極的な展開を部門横断的に推進させ、付加価値の高いコンサルティング業

務の受注確保を期すとともに、部門経営機能を更に強化して、受注競争力の強化に向けた営業促進ツールの整備や

技術力・商品力向上に直結する技術者の能力開発と育成、そして優れた技術者陣容の整備など部門経営に係わる諸

施策の企画立案と支社および事業部におけるそれらの執行状況の確認を行うとともに施策の推進を積極的に図って

行きます。 

  ４）販売・管理部門の構造改革と経費削減 

  販売・管理部門における受注目標の達成に向けた営業管理、業績目標の達成に向けた原価管理、そして業務の進

捗管理は重要な課題であり、それらの合理的な手法の改善と実行を引き続き行います。また、各種の施策実行によ

り、合理化に努めて行きます。 

  ５）コーポレート・ガバナンス体制等の強化 

  株主をはじめあらゆるステークホルダーを重視した経営の推進の一環としてコーポレート・ガバナンス体制や内

部統制システムの強化を図り、経営におけるリスク・マネジメントの徹底に努めることとします。 

  なお、上述しましたように、当社は昨年８月９日～10月17日までの株式会社エイトコンサルタントによる当社株式

の友好的公開買付けに引き続き、本年６月９日から７月３日までの間、同社による再度の公開買付けの成立により平

成18年７月11日をもって株式会社エイトコンサルタントの連結子会社となりました。 

  今後、当社は株式会社エイトコンサルタントと協働して事業環境の変化に柔軟に対応しうる業容への積極展開を図

って、提携を更に強化するとともに、できるだけ来期の早い機会に、対等の精神の下、両社のブランドを活かし、提

携の実を挙げて行くために、新たな経営形態の設立を目指すことといたしました。このため、両社経営陣から、それ

ぞれ同数のメンバーで構成する「経営統合検討委員会」を発足させ、具体的な検討を鋭意、進めているところであり

ます。 

  両社をとりまく事業環境につきましては、最近の公共事業の執行状況等の大きな変化を背景として、建設コンサル

タント企業間の競争の激しさが増している状況にあります。このような中で当社と株式会社エイトコンサルタント

は、それぞれの顧客からの信頼と個々の従業員の能力・意欲が両社の企業価値の根幹をなすということを相互に確認

のうえ、競争優位性を確保するため、協働して事業環境の変化に柔軟に対応しながら、新たな業容への積極展開を実

行していくとともに、先駆的な業界再編を果たしていくことが必要との認識で一致しております。 



４【事業等のリスク】 

(1）業績の下半期偏重について 

 当社は、国や地方自治体を主たる顧客とする建設コンサルタント業務を事業内容としており、受注業務の完了時

期が、年度末（３月）に集中することから、売上高及び資金回収が下半期に偏る傾向があります。 

(2）公共事業への依存について 

 当社は、売上高に占める公共事業関連業務の割合が高く、国及び地方自治体の財政事情に影響を受けやすい状況

にあります。このため、公共投資の規模を見通しながら受注計画を立て、生産システムの改革等を通じて原価の低

減に努め、利益の確保に努めていますが、公共事業の発注量が予想外に減少した場合、当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

(3）業務成果に対する瑕疵責任について 

 当社の受注業務は、建設工事や土木工事の前段階である設計業務が大半を占めています。 

 当社では、これらの業務に関わる「設計ミス」による完成構造物の不具合が生じないよう、ＩＳＯ９００１によ

る「品質マネジメントシステム」を導入し、成果物の品質、工期に関する徹底したマネジメントを実施しておりま

す。しかし、万が一瑕疵責任を負う事態が生じた場合は業績に影響する可能性があります。 

(4）退職給付債務について 

 当社の退職給付費用及び債務は、算定条件である割引率並びに期待収益率に基づいて計算されています。その条

件の変更によっては業績に影響する可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成17年８月８日、株式会社エイトコンサルタント（以下「エイトコンサルタント」といいます。）との

間で、同社取締役会により決議された当社株式に対する公開買付けによってエイトコンサルタントが当社株式の

50.10％を買付けることを条件に両社の人的資源の補完及び両社での技術・ノウハウの共有化などを内容とする提携

を行うことにつき合意いたしました。 

 さらに、平成17年10月６日にエイトコンサルタント取締役会の決議により、当社株式の買付株式数の下限を20.0％

とする変更がなされ、従来の合意内容に加えて、新規事業の共同開発等を加えた提携を行うこと、また、本公開買付

け成立後、両社は直ちにそれぞれが指名した同数の者によって構成される経営委員会を設置し、本件公開買付け後の

業務提携の具体的内容等について誠実に協議することを内容とする提携に合意いたしております。 

 なお、平成17年10月18日、エイトコンサルタントは、8,577,958株（議決権比率24.68％）の当社株式の買付けによ

り、公開買付けが成立いたしました。 

 また、当社は、平成18年６月８日、エイトコンサルタントとの間で、同社取締役会により決議された当社株式の再

度の公開買付けによって、エイトコンサルタントが当社株式の7,664,000株以上を買付けることを条件として、本公

開買付け成立後直ちに、それぞれが指名した同数の者によって構成される「経営統合検討委員会」を設置し、当社を

含むエイトコンサルタントグループ全体の事業の強化及び企業価値の増大を目的として、本公開買付け終了後の両社

の経営形態、事業方針及び資本政策等について、誠実に協議することを内容とする提携に合意いたしました。 

 なお、平成18年７月４日、エイトコンサルタントの13,706,256株の当社株式の買付けにより、公開買付け及び上記

の提携が成立いたしました。 

６【研究開発活動】 

 当社は、多様化・高度化する顧客のニーズに応じ、質の高い成果品を作成するために、技術本部を中心とした社内

での技術力および品質・生産性向上の研究開発や、公的機関との共同研究、または関係学会における論文発表等の研

究活動を行っております。 

 なお、当期における研究開発費の総額は36,017千円であります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成されております。この

財務諸表の作成にあたっては、資産・負債及び収益・費用の報告数値に影響を与える見積りが必要であり、その見

積りについては、過去の実績などに応じて合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性が

あるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

(2）財政状態の分析 

 当期末の資産合計は60億66百万円（前期比15億76百万円の減少）となりました。流動資産は29億55百万円（前期

比13億６百万円の減少）、固定資産は31億10百万円（前期比２億69百万円の減少）となりました。 

 流動資産の減少の主な要因は、現金及び預金や完成業務未収入金の減少によるものであります。 

 固定資産の減少の主な要因は、投資有価証券の取得による増加がありましたが、減損損失による有形固定資産の

減少や投資有価証券の評価損による減少により、減少の方が増加を上回ったことによるものであります。 

 当期末の負債合計は26億88百万円（前期比８億36百万円の減少）となりました。流動負債は14億６百万円（前期

比６億18百万円の減少）、固定負債は12億82百万円（前期比２億17百万円の減少）となりました。 

 流動負債の減少の主な要因は、一年以内に償還予定の社債や未成業務受入金の減少によるものであります。 

 固定負債の減少の主な要因は、社債から一年以内に償還予定の社債への振替による減少であります。 

 当期末の純資産合計は33億78百万円（前期比７億40百万円の減少）となりました。 

 純資産の減少の主な要因は、当期純損失によるものであります。 

(3）経営成績の分析 

 当期の経営成績は、公共事業の執行の縮減や企業間の価格競争の激化などにより、受注高は68億18百万円（前期

比9.8％減）となりました。 

 収益面では、完成業務収入76億95百万円（前期比4.9％増）となりました。 

 利益面では、固定費の一層の縮減、生産性の向上に努めた結果、営業利益１億８百万円（前期は４億96百万円の

損失）、経常利益61百万円（前期は５億26百万円の損失）となりました。しかしながら、昨年７月の株式会社夢真

ホールディングスの当社株式の公開買付に対し、大規模買付ルールに従い対抗策を講じたことによる費用や固定資

産の減損に係る会計基準の適用による一部固定資産の減損などの特別損失により、７億21百万円（前期は11億79百

万円の損失）の当期純損失となりました。 

(4）キャッシュ・フローの分析 

 当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の減少や投資有価証券の売却などによ

る収入がありましたが、出資金の増加や社債償還などによる支出により、前期末に比べ10億22百万円減少し、当期

末には15億39百万円となりました。 

 営業活動の結果使用した資金は46百万円（前期は使用した資金78百万円）となりました。これは主に、売上債権

の減少による収入３億17百万円がありましたが、税引前当期純損失６億97百万円によるものであります。 

 投資活動の結果使用した資金は２億68百万円（前期は使用した資金６億10百万円）となりました。これは主に、

投資有価証券の売却による収入74百万円がありましたが、出資金の増加による支出４億円によるものであります。

 財務活動の結果使用した資金は７億７百万円（前期は使用した資金１億12百万円）となりました。これは主に、

社債償還による支出６億50百万円によるものであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当期における重要な設備投資はありません。 

 また、当期において重要な影響を及ぼす除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社は、国内に５ヶ所に支社、４ヶ所に支店、26ヶ所に営業所を有しております。 

 以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．投下資本の金額は、平成18年６月30日現在の帳簿価額であります。 

３．従業員数の（ ）は臨時雇用者数を外書しております。 

４．リース契約による主な賃借設備は下記のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当期においては、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物 

（千円） 
構築物 
（千円） 

車両運搬具 
（千円） 

器具備品 
（千円） 

土地 
（千円） 
（面積㎡） 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都中野区） 
統括業務施設 19,085     9,821   28,906 

106 

(32) 

東京支社 

（東京都中野区） 
営業設備等 6,620     2,948   9,569 

87 

(7) 

大阪支社 

（大阪市北区） 
営業設備等 4,314     1,671   5,986 

59 

(17) 

東北支社 

（仙台市若林区） 
営業設備等 178,553 2,449   631 

230,040 

(1,249.59) 
411,675 

23 

(11) 

名古屋支社 

（名古屋市中村区） 
営業設備等 4,287     656   4,944 

23 

(4) 

九州支社 

（福岡市博多区） 
営業設備等 1,074     310   1,384 

26 

(12) 

区分 台数 リース期間（年） 年間リース料（千円） 
リース契約残高 
（千円） 

事務用機器 

（所有権移転外のファイナ

ンス・リース等） 

426 ３～７ 73,373 147,165 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年９月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 37,237,200 37,237,200 ジャスダック証券取引所 － 

計 37,237,200 37,237,200 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 株式分割（１：５）によるものであります。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式2,600,770株は、「個人その他」に2,600単元、「単元未満株式の状況」に770株含まれておりま

す。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、101単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年10月３日 29,789,760 37,237,200 － 1,554,600 － 1,980,050 

  平成18年６月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 3 16 31 5 1 2,200 2,256 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 657 1,836 19,301 1,456 5 13,842 37,097 140,200 

所有株式数の

割合（％） 
－ 1.77 4.95 52.03 3.93 0.01 37.31 100 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記のほか当社所有の自己株式2,600千株があります。 

２．前事業年度末現在主要株主でなかった株式会社エイトコンサルタント及び株式会社夢真ホールディングス

は、当事業年度末では主要株主となっております。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が101,000株（議決権101個）

含まれております。 

  平成18年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社エイトコンサルタン

ト 
岡山県岡山市津島京町3－1－21 11,287 30.31 

株式会社夢真ホールディング

ス 
東京都文京区大塚3－11－6 7,664 20.58 

山田 直邦 東京都世田谷区 1,113 2.99 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町1－5－1 1,046 2.80 

ゴールドマン．サツクス．イ

ンターナシヨナル 

（常任代理人 ゴールドマ

ン．サツクス証券会社東京支

店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 

（東京都中央区日本橋茅場町1－2－4日本

証券代行株式会社国際証券内） 

730 1.96 

エイチエスビーシー ホンコ

ン トレジヤリー サービシ

イズ アカウント アジアン 

エキユイテイーズ デリバテ

イグス（常任代理人 香港上

海銀行東京支店） 

1 QUEEN S ROAD CENTRAL,HONG KONG 

（東京都中央区日本橋3－11－1） 
592 1.59 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1－9－1 552 1.48 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2－7－1 549 1.47 

梶谷 澄 東京都世田谷区 181 0.49 

天野 薫 神奈川県横浜市 100 0.27 

計 － 23,814 63.95 

  平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    2,600,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   34,497,000 34,497 － 

単元未満株式 普通株式      140,200 － － 

発行済株式総数 37,237,200 － － 

総株主の議決権 － 34,497 － 



②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本技術開発株式

会社 

東京都中野区本町

５丁目33番11号 
2,600,000 － 2,600,000 6.98 

計 － 2,600,000 － 2,600,000 6.98 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規程に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

 （注） 当期間における取得自己株式には、平成18年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注） 当期間における保有自己株式には、平成18年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成－年－月－日）での決議状況 

（取得期間平成－年－月－日～平成－年－月－日） 
－ － 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 55,195 15,988,709 

残存決議株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － － 

当期間における取得自己株式 5,634 713,598 

提出日現在の未行使割合（％） － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

償却の処分を行った自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式 
－ － － － 

その他 － － － － 

保有自己株式数 2,600,770 － 2,606,404 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主への利益還元を積極的に行うことを基本的な考えとし、安定的な配当を継続していくことを経営の重

要課題としております。しかしながら、当期の業績において、経常利益は確保したものの、公開買付対応費用や減損

損失などの特別損失の発生により、大幅な当期純損失を計上することになったため、配当金につきましては、誠に遺

憾ながら無配とさせていただきました。 

 今後は収益性の向上に努め、内部留保の充実を図り、早期の復配を目指し安定的な経営基盤の確保に努めてまいり

ます。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年11月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、第52期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会

の公表のものであります。 

２．□印は、株式分割権利落後の株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 

最高（円） 240 190 390 
400 

※ 312 

609 

 □ 468 

最低（円） 160 125 159 
233 

※ 229 

385 

 □ 110 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 207 192 163 173 169 146 

最低（円） 155 127 133 133 130 110 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役会長  小谷 裕司 昭和32年11月25日生 

昭和59年４月 ㈱アイエヌエー入社 

平成２年９月 ㈱エイトコンサルタント入社 

平成４年７月 同社取締役東京事務所長 

平成６年７月 同社常務取締役社長室長 

平成８年８月 同社代表取締役社長（現任） 

平成10年１月 ㈱八雲代表取締役（現任） 

平成18年９月 当社取締役会長（現任） 

－ 

代表取締役社

長 

社長執行役員 

 佐伯 光昭 昭和21年９月25日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成５年７月 土木本部地震防災部長 

平成６年７月 土木本部構造・橋梁部長兼地震防

災部長 

平成８年７月 土木本部副本部長兼地震防災部長 

平成９年７月 理事環境防災事業部長 

平成10年７月 理事環境防災事業部長兼地質部長 

平成11年７月 理事環境防災事業部長兼技術開発

本部副本部長 

平成11年９月 取締役技術開発本部副本部長兼営

業推進本部営業企画部長兼環境防

災事業部担当 

平成13年７月 取締役東京支社長 

平成13年９月 常務執行役員東京支社長 

平成15年６月 常務執行役員東京支社長兼事業本

部道路・交通部門企画担当 

平成15年９月 取締役常務執行役員東京支社長兼

事業本部道路・交通部門企画担当 

平成15年10月 取締役常務執行役員東京支社長兼

事業推進会議道路・交通部門担当 

平成16年７月 代表取締役社長社長執行役員 

  （現任） 

0 

取締役 

常務執行役員 

戦略企画担当兼

管理本部管掌 
奥 英雄 昭和21年８月11日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成７年７月 土木本部綜合技術部長 

平成９年７月 大阪支社福岡支店長 

平成11年10月 理事大阪支社福岡支店長 

平成13年７月 理事九州支社長 

平成13年９月 執行役員九州支社長 

平成15年９月 取締役常務執行役員九州支社長 

平成16年７月 取締役常務執行役員東京支社長兼

事業推進会議資源・環境部門担当 

平成17年８月 取締役常務執行役員事業推進本部

長兼資源・環境部門長 

平成18年４月 取締役常務執行役員事業推進本部

長 

平成18年５月 取締役常務執行役員戦略企画担当 

平成18年９月 取締役常務執行役員戦略企画担当

兼管理本部管掌 

  （現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

常務執行役員 

経営企画室長兼

資源・環境部門

長兼国際事業部

管掌 

家形 一生 昭和25年11月27日 

昭和49年４月 当社入社 

平成12年７月 大阪支社環境防災部長代理兼環境

室長兼技術開発本部開発・支援担

当兼生活環境センター長 

平成13年７月 都市・環境マネジメント本部環

境・マネジメントセンター長兼環

境・計画部長 

平成14年７月 環境防災技術センター長 

平成15年７月 環境防災技術センター長兼事業本

部都市・環境部門企画担当 

平成15年９月 執行役員環境防災技術センター長

兼事業本部都市・環境部門企画担

当 

平成16年７月 執行役員環境技術センター長兼事

業推進会議環境部門担当兼経営企

画室長兼事業推進会議資源・環境

部門担当補佐 

平成17年３月 執行役員事業推進会議環境部門担

当兼経営企画室長兼事業推進会議

資源・環境部門担当補佐兼国際事

業部副事業部長中国室担当 

平成17年４月 執行役員事業推進会議環境部門担

当兼経営企画室長兼事業推進会議

資源・環境部門担当補佐兼国際事

業部副事業部長中国室担当兼地球

温暖化対策室担当 

平成17年８月 執行役員資源・環境部門長補佐兼

経営企画室長兼国際事業部副事業

部長中国室担当兼地球温暖化対策

室担当 

平成17年９月 取締役常務執行役員管理本部副本

部長兼資源・環境部門長補佐兼海

外環境関連事業展開担当兼経営企

画室長 

平成18年４月 取締役常務執行役員管理本部副本

部長兼経営企画室長兼資源・環境

部門長兼海外環境関連事業展開担

当 

平成18年５月 取締役常務執行役員経営企画室長

兼資源・環境部門長兼海外環境関

連事業展開担当 

平成18年９月 取締役常務執行役員経営企画室長

兼資源・環境部門長兼国際事業部

管掌 

  （現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

常務執行役員 

技術本部長兼リ

サーチ・エンジ

ニアリング部門

長 

磯山 龍二  昭和27年９月11日 

昭和57年４月 当社入社 

平成11年７月 環境防災事業部地震防災部長代理

兼情報システムセンター副センタ

ー長 

平成11年10月 環境防災事業部副事業部長兼地震

防災部長兼情報システムセンター

副センター長 

平成13年７月 国土整備マネジメント本部国土保

全技術センター長兼情報システム

センター長 

平成14年７月 企画・開発本部パブリックマネジ

メントセンター長兼情報システム

センター長 

平成15年９月 執行役員企画・開発本部パブリッ

クマネジメントセンター長兼情報

システムセンター長 

平成15年10月 執行役員防災・リニューアルセン

ター長兼パブリックマネジメント

センター長兼事業推進会議防災・

リニューアル部門担当兼パブリッ

クマネジメント部門担当 

平成16年７月 執行役員パブリックマネジメント

事業部長兼事業推進会議マネジメ

ント部門担当 

平成17年４月 執行役員事業推進会議マネジメン

ト部門担当 

平成17年８月 執行役員技術本部長兼リサーチ・

エンジニアリング部門長 

平成17年９月 取締役常務執行役員技術本部長兼

リサーチ・エンジニアリング部門

長 

  （現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

常務執行役員 

都市・環境部門

長兼都市・マネ

ジメント部門長 

川尻 幸由 昭和24年１月３日  

昭和47年５月 当社入社 

平成８年７月 総合計画本部都市計画部長代理 

平成９年７月 東京支社都市施設部長兼公園緑地

室長 

平成10年９月 東京支社都市施設部長兼公園緑地

室長兼建築室長 

平成11年７月 東京支社都市施設部長兼情報シス

テム室長兼営業推進本部営業推進

部営業推進担当兼技術開発本部開

発・支援担当 

平成13年７月 都市・環境マネジメント本部都市

整備企画担当部長 

平成14年７月 事業本部都市・環境企画室長 

平成15年７月 東北支社副支社長兼都市・環境部

長 

平成15年８月 東北支社副支社長兼都市・環境部

長兼総務室長兼事業本部都市・環

境企画室 

平成16年７月 東北支社副支社長兼管理室長兼資

源・環境部長兼事業推進会議都

市・環境部門担当補佐兼パブリッ

クマネジメント事業部営業室 

平成17年８月 都市・環境部門長兼都市・マネジ

メント部門長 

平成17年９月 取締役常務執行役員都市・環境部

門長兼都市・マネジメント部門長 

平成18年５月 取締役常務執行役員都市・環境部

門長兼都市・マネジメント部門長

兼東北支社管掌 

平成18年９月 取締役常務執行役員都市・環境部

門長兼都市・マネジメント部門長 

  （現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

常務執行役員 

道路・交通部門

長 
林 勝巳  昭和25年７月19日 

昭和49年４月 当社入社 

平成９年７月 大阪支社都市・構造部長代理 

平成11年７月 大阪支社都市・構造部長代理兼構

造・橋梁部長代理 

平成12年７月 大阪支社都市・構造部長代理兼道

路・交通部長代理 

平成13年７月 大阪支社道路・交通部長兼中国支

店技術室長 

平成15年８月 大阪支社道路・交通部長兼中国支

店技術室長兼事業本部道路・交通

企画室 

平成16年７月 大阪支社副支社長兼事業推進会議

道路・交通部門担当補佐 

平成17年１月 大阪支社長兼事業推進会議道路・

交通部門担当補佐 

平成17年８月 道路・交通部門長 

平成17年９月 取締役常務執行役員道路・交通部

門長 

  （現任） 

－ 

取締役 

常務執行役員 
事業推進本部長 柳田 泰邦 昭和21年６月17日生 

昭和42年４月 当社入社 

平成８年７月 当社水工本部上下水道部長 

平成９年７月 当社東京支社営業部長 

平成11年７月 当社東京支社営業部長兼山梨営業

所長兼東京支社総務部長 

平成13年７月 当社東京支社副支社長兼東京支社

営業部長兼東京支社総務部長兼東

京支社営業部山梨営業所長 

平成14年７月 当社東京支社副支社長兼東京支社

営業部長兼東京支社総務部長兼横

浜支店長 

平成15年７月 当社東北支社長 

平成15年９月 当社執行役員東北支社長 

平成17年９月 当社常務執行役員東北支社長 

平成18年５月 当社常務執行役員事業推進本部長 

平成18年９月 当社取締役常務執行役員事業推進

本部長 

  （現任） 

－ 

取締役   谷本 俊夫 昭和19年４月10日生 

昭和43年４月 ㈱エイトコンサルタント入社 

平成４年７月 同社取締役岡山支社長 

平成10年８月 同社常務取締役技術本部長 

平成12年８月 同社取締役常務執行役員技術本部

長 

平成18年７月 同社取締役専務執行役員管理本部

長兼岡山事業本部長（現任） 

平成18年９月 当社取締役（現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役  川口 碩保 昭和17年１月30日 

昭和39年４月 大和証券㈱入社 

平成３年６月 同社参与法人副本部長 

平成６年６月 同社取締役法人副本部長兼資本市

場部副本部長 

平成９年６月 同社常務取締役事業法人本部担当 

平成10年４月 同社常務取締役大阪駐在兼法人本

部近畿地区担当（大阪支店長） 

平成11年４月 大和証券エスビーキャピタル・マ

ーケッツ㈱常勤監査役兼㈱大和証

券グループ本社取締役 

平成12年６月 ㈱大和証券グループ本社常勤監査

役 

平成16年６月 同社常勤監査役退任 

平成16年12月 シーエム債権回収サービス㈱（現

のぞみ債権回収㈱）監査役 

  （現任） 

平成17年４月 当社仮監査役 

平成17年９月 取締役 

  （現任） 

－ 

常勤監査役  恒村 則之 昭和16年９月12日生 

昭和44年４月 当社入社 

昭和63年11月 環境企画部長 

平成３年９月 取締役環境企画部長 

平成６年７月 取締役総合計画本部副本部長兼環

境企画部長 

平成７年９月 取締役総合計画本部副本部長兼地

域整備部長 

平成９年７月 取締役北関東支社長 

平成11年７月 取締役東北支社長 

平成11年９月 常務取締役東北支社長 

平成13年７月 常務取締役営業本部長兼都市・環

境マネジメント本部長 

平成13年９月 取締役常務執行役員営業本部長兼

都市・環境マネジメント本部長 

平成14年７月 取締役常務執行役員事業本部長 

平成15年９月 顧問 

平成16年９月 常勤監査役（現任） 

0 

監査役  佐々木 秀一 昭和40年６月16日生 

平成６年４月 東京弁護士会に弁護士登録 

平成６年４月 寺崎法律事務所入所 

平成11年10月 太田昭和監査法人（現新日本監査

法人）入所 

平成15年４月 公認会計士登録 

平成15年８月 成和共同法律事務所入所 

平成16年９月 当社監査役（現任） 

－ 

 



 （注）１．監査役佐々木秀一及び花村義久は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．取締役小谷裕司、谷本俊夫及び川口碩保は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３．当社では、意思決定・監督機能と業務執行機能の分担を明確にするため、執行役員制度を導入しておりま

す。執行役員は16名で、上記取締役７名のほか、以下の９名で構成されています。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役  花村 義久 昭和13年９月８日 

昭和37年４月 ㈱横河橋梁製作所入社 

昭和38年10月 同社設計部 

昭和54年10月 同社開発課長 

昭和58年10月 同社ＳＳＣ事業部長 

昭和59年６月 ㈱横河技術情報取締役 

平成６年４月 長岡技術科学大学客員教授（平成

９年４月まで） 

平成６年６月 ㈱横河技術情報代表取締役社長 

平成12年６月 同社相談役 

平成13年４月 国士舘大学非常勤講師 

  （現任） 

平成14年９月 ㈱横河技術情報退任 

平成14年11月 特定非営利活動法人 ＩＴステー

ション「市民と建設」理事長 

  （現任） 

平成17年９月 当社監査役 

  （現任） 

－ 

    計 0 

常務執行役員 （管理本部長兼経理部長） 野宮  敏 

常務執行役員 （大阪支社長） 古川 保和 

執行役員 （東京支社長） 大脇  寧 

執行役員 （九州支社長） 正本  実 

執行役員 （名古屋支社長） 高松 重則 

執行役員 （リサーチ・エンジニアリング事業部長兼リサーチ・エンジ

ニアリング部門長補佐兼資源・環境部門長補佐） 

真鍋  進 

執行役員 （都市・マネジメント事業部長兼都市・マネジメント部門長

補佐） 

中世古篤之 

執行役員 （国際事業部長） 武藤  寿 

執行役員 （東北支社長） 田中 則行 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、企業価値をより一層高めるため、経営の健全化、効率化、透明性の向上、コンプライアンス体制の確立

を図り、実効性のあるコーポレート・ガバナンスを実現していくことを基本的な考えとしております。 

 このような考えのもと、平成13年９月に執行役員制度を導入し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分

離するとともに、取締役の員数を減員し、取締役会の意思決定の迅速化と的確化を図るなど、社会・経済情勢の変

化に迅速かつ機動的に対応できる業務執行体制の強化に努めております。 

 また、平成17年９月からは、コーポレート・ガバナンス体制の強化の一環として、社外取締役制度の導入を新た

に行った他、役員退職慰労金制度を廃止し、成果責任を明確にした役員報酬制度に改めることにより、経営監視機

能の充実を図っております。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

１）会社の機関の基本説明及び内部統制システムの整備の状況 

 当社は、監査役会設置会社であります。監査役会は、期末日現在３名の監査役で構成され、うち１名は常勤監

査役、２名は社外監査役であります。各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役

会等への出席、業務や財産の状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行の監査を行っております。 

 取締役会は、期末日現在９名の取締役で構成され、うち１名は社外取締役であります。取締役会には監査役３

名が出席して意見を述べるほか、取締役の業務執行の適法性、効率性などを検証するなどの経営監視を行ってい

ます。 

 当社では、業務執行を効率的に行うため、期末日現在17名の執行役員で（うち、８名は取締役の兼務、９名が

専任）構成する執行役員会を設置し、業務執行上の課題と執行方針に関する定期的な協議を行っております。 

 また、執行役員に全社の営業や技術現業の部長級を加えたメンバーで執行責任者会議も定期的に開催し、受注

や業績に関する目標管理状況の確認と改善施策について討議、決定を行っています。 

 執行役員会を通じて各組織間での相互牽制を行うとともに、監査役ならびに社長直轄の業務監査室による監査

を定期的に行い、実効性のある内部統制を行っております。 

 内部統制に関しましては、平成18年６月８日の取締役会において「内部統制の整備に関する基本方針」を決議

し、同日付でプレスリリースを行いました。当社は、この基本方針にもとづき以下の体制の整備を推進しており

ます。 

① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

② 取締役の職務の遂行に係る情報の保存および管理に関する事項 

③ 損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

⑤ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにその使

用人の取締役からの独立性に関する事項 

⑥ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

⑦ その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

２）内部監査及び監査役監査の状況 

 当社では、業務監査室を設置し、法令・規定への準拠性や社会的責任を重視する観点から、適法な業務遂行、

業務遂行方法の妥当性などの内部監査を監査役と連携しながら監査計画に基づき実施しております。 

 監査役監査については、経営全般に関する客観的かつ公正な意見陳述を行うとともに、コーポレート・ガバナ

ンスのあり方と運営状況を監視し、取締役の業務執行、経営の適法性及び妥当性を監査しております。なお、監

査役は取締役会や執行責任者会議をはじめとする重要な会議への出席や重要な決済書類の閲覧などを行っており

ます。 

３）会計監査の状況 

 会計監査については、新日本監査法人を選任し、監査契約を締結しております。当期における監査業務を執行

した公認会計士の氏名は下記のとおりです。 

指定社員 業務執行社員  公認会計士  小倉邦路  継続監査年数 12年 

指定社員 業務執行社員  公認会計士  渡辺伸啓 

 また、監査業務にかかる補助者は、公認会計士４人、会計士補３人であります。 

 なお、第54期からの会計監査人は会社法監査、証券取引法監査とも、あずさ監査法人を選任いたしました。 



４）社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社には、期末日現在社外監査役が２名就任しております。また平成17年９月29日開催の株主総会において社

外取締役を１名選任いたしました。社外監査役ならびに社外取締役との取引関係その他の利害関係はありませ

ん。 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社では、各組織の業務に付随するリスク管理については、当該組織がこれを行い、全社的もしくは組織横断的

なリスク管理については管理本部総務部がこれを行っております。リスクが顕在化し、重大な影響を及ぼすと予想

される場合には、対応責任者として担当役員を定め、迅速かつ適切な情報伝達と対応が可能な体制を構築しており

ます。 

 また、自然災害、人的災害、情報漏洩等それぞれのリスク毎に担当部署を定め対応しております。対外的なリス

クに関しましては社外顧問弁護士ならびに各種専門家の方から法務、税務等に関する指導、助言をいただき、充分

協議の上、対応しております。 

 コンプライアンスに関しましては、役職員の職務が法令および定款に適合し、社会的責任を果たすものとなるよ

う法令遵守の重要性を社内に繰り返し周知・徹底しております。具体的には、各種法令や独占禁止法遵守マニュア

ル等を社内に周知し、建設コンサルタントとして、建設業者や製造業者からの中立、独立性の堅持、発注者との守

秘義務の忠実な履行、そして公正かつ自由な競争の維持などの諸責務の実行に基づく企業倫理の遵守と誠実な企業

運営の浸透とを図っております。 

(3）役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬の内容は下記のとおりです。 

（注） 上記の支給額のほか、当期中に退任した取締役２名に対し、57,570千円、監査役１名に対し、

2,190千円の退職慰労金を株主総会の決議に基づき支払っております。 

(4）監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の監査法人（新日本監査法人）に対する監査報酬の内容は下記のとおりです。 

(5）大規模買付行為への対応方針について 

 当社では、平成17年７月８日開催の当社取締役会において、大規模買付行為への対応方針（以下「対応方針」と

いいます。）を決議し、その内容につき、同日付のプレスリリースにおいて公表しました。当社はその後、平成17

年９月29日開催の定時株主総会において、対応方針の採用に賛成する取締役候補者の選任を通じ、対応方針の採用

につき当社株主の賛同を受けています。 

役員報酬：取締役に支払った報酬 102,634千円（うち社外取締役 4,860千円）

監査役に支払った報酬 19,410千円（うち社外監査役 7,890千円）

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１ 

に規定する業務に基づく報酬 
17,000千円 

上記以外の業務に基づく報酬 －千円 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 第52期事業年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第53期事業

年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、第52期事業年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第52期事業年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日）

及び第53期事業年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日）の財務諸表について、新日本監査法人の監査を受

けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年６月30日） 
当事業年度 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,562,042   1,539,566  

２．受取手形   9,426   3,842  

３．完成業務未収入金   1,150,512   838,259  

４．有価証券   7,043   100,000  

５．未成業務支出金   328,396   257,660  

６．前渡金   －   930  

７．前払費用   77,747   75,606  

８．繰延税金資産   114,015   114,263  

９．その他   21,542   31,486  

10．貸倒引当金   △8,456   △6,121  

流動資産合計   4,262,269 55.8  2,955,493 48.7 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物 ※１ 745,242   739,758   

減価償却累計額  398,804 346,437  414,131 325,626  

２．構築物 ※１ 26,638   26,638   

減価償却累計額  22,080 4,557  22,846 3,792  

３．車両運搬具  15,920   －   

減価償却累計額  12,919 3,000  － －  

４．工具器具及び備品  236,311   211,473   

減価償却累計額  216,718 19,593  193,675 17,798  

５．土地 ※１  1,263,273   949,307  

有形固定資産合計   1,636,862 21.4  1,296,525 21.4 

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   19,601   16,473  

２．水道施設利用権   1,650   －  

３．電話加入権   10,073   －  

４．その他   －   11,003  

無形固定資産合計   31,325 0.4  27,477 0.4 

 



  
前事業年度 

（平成17年６月30日） 
当事業年度 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   662,973   478,500  

２．出資金   －   400,000  

３．関係会社出資金   19,065   19,065  

４．従業員長期貸付金   2,276   1,794  

５．固定化債権 ※４  34,677   28,000  

６．長期性預金   200,000   100,000  

７．差入保証金   815,555   779,197  

８．会員権   71,632   －  

９．その他   －   35,560  

10．貸倒引当金   △93,877   △55,168  

投資その他の資産合計   1,712,303 22.4  1,786,950 29.5 

固定資産合計   3,380,491 44.2  3,110,953 51.3 

Ⅲ 繰延資産        

社債発行差金   42   －  

繰延資産合計   42 0.0  － － 

資産合計   7,642,803 100.0  6,066,447 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．業務未払金   392,948   407,083  

２．一年以内に償還予定の
社債 

※１  650,000   250,000  

３．未払金   162,211   135,020  

４．未払費用   189,457   146,086  

５．未払法人税等   38,144   49,839  

６．未払消費税等   125,144   131,122  

７．未成業務受入金   413,208   235,955  

８．預り金   33,782   18,443  

９．業務損失引当金   9,394   22,831  

10．その他   10,564   9,820  

流動負債合計   2,024,856 26.5  1,406,202 23.2 

 



  
前事業年度 

（平成17年６月30日） 
当事業年度 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．社債 ※１  275,000   25,000  

２．繰延税金負債   908   24,449  

３．退職給付引当金   1,101,839   1,178,369  

４．役員退職慰労引当金   102,120   －  

５．長期預り保証金   19,555   －  

６．その他   －   54,230  

固定負債合計   1,499,423 19.6  1,282,049 21.1 

負債合計   3,524,280 46.1  2,688,251 44.3 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  1,554,600 20.3  － － 

Ⅱ 資本剰余金        

(1）資本準備金  1,980,050   －   

(2）その他資本剰余金        

自己株式処分差益  2,630   －   

資本剰余金合計   1,982,680 25.9  － － 

Ⅲ 利益剰余金        

(1）利益準備金  120,400   －   

(2）任意積立金        

別途積立金  1,600,000   －   

(3）当期未処理損失（△）  △1,036,842   －   

利益剰余金合計   683,557 9.0  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  2,371 0.0  － － 

Ⅴ 自己株式 ※３  △104,686 △1.3  － － 

資本合計   4,118,523 53.9  － － 

負債・資本合計   7,642,803 100.0  － － 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年６月30日） 
当事業年度 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － － 1,554,600 25.6

２．資本剰余金    

(1）資本準備金  － 1,980,050   

(2）その他資本剰余金  － 2,630   

資本剰余金合計  － － 1,982,680 32.7

３．利益剰余金    

(1）利益準備金  － 120,400   

(2）その他利益剰余金    

別途積立金  － 400,000   

繰越利益剰余金  － △600,408   

利益剰余金合計  － － △80,008 △1.3

４．自己株式  － － △120,675 △2.0

株主資本合計  － － 3,336,596 55.0

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差
額金 

 － － 41,598 0.7

評価・換算差額等合計  － － 41,598 0.7

純資産合計  － － 3,378,195 55.7

負債純資産合計  － － 6,066,447 100.0

     



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

完成業務収入   7,334,551 100.0  7,695,565 100.0 

Ⅱ 売上原価        

完成業務原価   5,927,462 80.8  5,827,750 75.7 

売上総利益   1,407,088 19.2  1,867,815 24.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１、 
※４ 

 1,903,249 26.0  1,759,070 22.9 

営業利益又は営業損失
（△） 

  △496,160 △6.8  108,744 1.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  917   3,129   

２．受取配当金  2,806   8,220   

３．受取家賃  －   5,070   

４．受取手数料  2,633   2,080   

５．受取褒賞金  1,000   －   

６．雑収入  486 7,844 0.1 1,655 20,157 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  7,028   7,186   

２．社債利息  14,071   7,993   

３．支払保証料  3,746   －   

４．投資事業組合持分損失  10,403   13,010   

５．コミットメントフィー  －   32,000   

６．雑支出  3,389 38,639 0.5 6,917 67,107 0.9 

経常利益又は経常損失
（△） 

  △526,955 △7.2  61,794 0.8 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  －     69,903     

２．保険解約返戻金  12,494     －     

３．その他特別利益  70 12,564 0.2 170 70,073 0.9 

        
 



  
前事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失        

１．投資有価証券評価損  －   199,874   

２．早期退職割増金 ※２ 81,140   －   

３．再就職支援費用   22,400   －   

４．貸倒引当金繰入額  3,854   3,458   

５．特別業務損失 ※３ 94,848   －   

６．公開買付対応費用  －   212,296   

７．減損損失 ※５ －   322,549   

８．その他特別損失  6,873 209,117 2.9 91,353 829,531 10.8 

税引前当期純損失
（△） 

  △723,508 △9.9  △697,664 △9.1 

法人税、住民税及び事
業税 

 32,800   32,800   

過年度法人税等戻入額  －   △7,405   

法人税等調整額  423,616 456,416 6.2 △1,193 24,200 0.3 

当期純損失（△）   △1,179,924 △16.1  △721,864 △9.4 

前期繰越利益   143,082   －  

当期未処理損失（△）   △1,036,842   －  

        



完成業務原価明細表 

 （注） 原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

※１ 経費の「その他」には、業務損失引当金繰入額を前事業年度9,394千円、当事業年度22,831千円含めて

表示しております。 

※２ 前事業年度の他勘定振替高は、特別業務損失であり、特別損失に振替処理しております。当事業年度の

他勘定振替高は、補修工事負担金であり特別損失に振替処理しております。 

なお、補修工事負担金は、収受した保険金額と相殺して特別損失のその他特別損失に含めて表示してお

ります。 

※３ 当期完成業務原価には、未成業務支出金評価減を前事業年度83,755千円、当事業年度6,131千円含めて

表示しております。 

  
前事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費   2,460,505 41.3  2,314,091 39.4 

Ⅱ 外注費   2,243,757 37.7  2,320,366 39.6 

Ⅲ 経費 ※１       

１．旅費交通費  377,988   380,032   

２．地代家賃  421,916   376,312   

３．減価償却費  23,104   16,459   

４．その他  430,025 1,253,033 21.0 457,301 1,230,106 21.0 

当期総業務費用   5,957,296 100.0  5,864,564 100.0 

期首未成業務支出金   393,410   328,396  

合計   6,350,707   6,192,960  

他勘定振替 ※２  94,848   107,549  

期末未成業務支出金   328,396   257,660  

当期完成業務原価 ※３  5,927,462   5,827,750  

        



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年９月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失（△）   △1,036,842 

Ⅱ 任意積立金取崩額    

別途積立金取崩高  1,200,000 1,200,000 

合計   163,157 

Ⅲ 利益処分額    

配当金  41,701 41,701 

Ⅳ 次期繰越利益   121,456 

    

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 

その他
資本剰
余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 

別途積立金 
繰越利益剰余
金 

平成17年６月30日 
残高（千円） 

1,554,600 1,980,050 2,630 1,982,680 120,400 1,600,000 △1,036,842 683,557 △104,686 4,116,151

事業年度中の変動額          

別途積立金の取崩      △1,200,000 1,200,000 －   －

剰余金の配当      △41,701 △41,701   △41,701

当期純利益      △721,864 △721,864   △721,864

自己株式の取得        △15,988 △15,988

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

         

事業年度中の変動額
合計（千円） 

－ － － － － △1,200,000 436,433 △763,566 △15,988 △779,554

平成18年６月30日 
残高（千円） 

1,554,600 1,980,050 2,630 1,982,680 120,400 400,000 △600,408 △80,008 △120,675 3,336,596



  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年６月30日 
残高（千円） 

2,371 2,371 4,118,523

事業年度中の変動額     

別途積立金の取崩     －

剰余金の配当     △41,701

当期純利益     △721,864

自己株式の取得     △15,988

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

39,226 39,226 39,226

事業年度中の変動額
合計（千円） 

39,226 39,226 △740,327

平成18年６月30日 
残高（千円） 

41,598 41,598 3,378,195



④【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税引前当期純損失
（△） 

 △723,508 △697,664 

減価償却費  49,576 39,623 

投資有価証券評価損  － 199,874 

減損損失  － 322,549 

退職給付引当金の増加
額 

 65,693 76,529 

役員退職慰労引当金の
増加額（△は減少額） 

 12,260 △102,120 

貸倒引当金の減少額  △18,079 △41,044 

業務損失引当金の増加
額 

 9,394 13,437 

受取利息及び受取配当
金 

 △3,724 △11,350 

支払利息  21,100 15,179 

売上債権の減少額  372,303 317,836 

たな卸資産の減少額  65,014 70,735 

仕入債務の増加額（△
は減少額） 

 △201,536 14,134 

未払消費税等の減少額  △63,565 － 

未成業務受入金の増加
額（△は減少額） 

 200,181 △177,253 

その他  203,004 △66,769 

小計  △11,885 △26,301 

利息及び配当金の受取
額 

 3,485 11,916 

利息の支払額  △21,003 △16,614 

法人税等の支払額  △48,958 △15,542 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △78,362 △46,541 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金の預入による
支出 

 △200,000 － 

定期預金の払戻しによ
る収入 

 － 100,000 

有価証券の取得による
支出 

 － △100,000 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △9,284 △13,554 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △6,233 △8,141 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △423,439 － 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 － 74,234 

長期差入保証金の返還
による収入 

 － 41,241 

出資金の増加による支
出 

 － △400,000 

その他  28,843 37,863 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △610,113 △268,356 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入れによる収入  2,300,000 2,600,000 

短期借入金の返済によ
る支出 

 △2,300,000 △2,600,000 

社債の償還による支出  △50,000 △650,000 

自己株式の売却による
収入 

 5,550 － 

自己株式の取得による
支出 

 △26,586 △15,988 

配当金の支払額  △41,879 △41,588 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △112,916 △707,577 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額（△は減少額） 

 △801,392 △1,022,475 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 3,363,434 2,562,042 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 2,562,042 1,539,566 

    



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合及びこ

れに類する組合への出資（証券取引法

第２条第２項により有価証券とみなさ

れるもの）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっており

ます。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

未成業務支出金 

個別法による原価法 

未成業務支出金 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法 社債発行差金 

商法の規定による償還期間内で均等償

却しております。 

社債発行差金 

償還期間内で均等償却しております。 

５．引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 業務損失引当金 

受注業務に係る将来の損失に備えるた

め、当事業年度末における未成業務の

損失発生見込額を計上しております。 

業務損失引当金 

同左 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

また、数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌期から費用処理することと

しております。 

退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付

に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。なお、数理

計算上の差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとして

おります。 

（追加情報） 

数理計算上の差異の費用処理年数の変

更 

近年の早期退職勧奨により大量の退職

者が発生しており、従業員の平均残存

勤務期間を見直した結果、当事業年度

より費用処理年数を従来の15年から12

年に変更しております。 

この結果、従来の方法に比べ、退職給

付費用が17,905千円増加し、売上総利

益が12,882千円減少し、営業利益及び

経常利益がそれぞれ17,120千円減少

し、税引前当期純損失が同額増加して

おります。 

 役員退職慰労引当金 

役員（執行役員を含む）の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。 

なお、平成17年８月30日開催の取締役

会において、役員退職慰労金制度を廃

止することを決議し、また、平成17年

９月29日開催の定時株主総会におい

て、同総会終結時までの在任期間に対

応する役員退職慰労金の贈呈の時期

は、各役員の退任時とすることを含む

決議をしております。 

役員退職慰労引当金 

――――― 

（追加情報） 

従来、役員（執行役員を含む）の退職

慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を役員退職慰労引当

金として計上しておりましたが、平成

17年８月30日開催の取締役会におい

て、役員退職慰労金制度を廃止するこ

とを決議し、また、平成17年９月29日

開催の定時株主総会において、同株主

総会終結時までの在任期間に対応する

役員退職慰労金の贈呈の時期は、各役

員の退任時とすることを含む決議をし

ております。これにより、役員退職慰

労金に係る内規を廃止し、当事業年度

より役員退職慰労引当金は全額取崩し

て「長期未払金」に振替え、固定負債

の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

６．完成業務収入の計上基準 原則として業務完成基準を採用しており

ますが、工期が１年を超える業務につい

ては、業務進行基準を採用しておりま

す。なお、業務進行基準によった完成業

務収入は942,500千円であり、完成業務原

価は850,410千円であります。 

原則として業務完成基準を採用しており

ますが、工期が１年を超える業務につい

ては、業務進行基準を採用しておりま

す。なお、業務進行基準によった完成業

務収入は541,000千円であり、完成業務原

価は444,868千円であります。 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

同左 

９．その他の財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



      会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これにより営業利益及び経常利益は1,647千円増加し、税

引前当期純損失は320,901千円増加しております。なお、

減損損失累計額については、資産の金額から直接控除し

ております。 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。なお、従来の資本の部の

合計に相当する金額は3,378,195千円であります。 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（貸借対照表関係） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より施行されたこと及び「金融商品会計に

関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年２月15日付で改正されたことに伴い、当期から

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされ

るもの）を出資金から投資有価証券として表示する方

法に変更しました。 

 なお、当期の投資有価証券に含まれる当該出資の額

は40,420千円であり、前期における投資その他の資産

の出資金に含まれている当該出資の額は60,571千円で

あります。 

（貸借対照表関係） 

１．前期において区分掲記しておりました水道施設利用

権は、明瞭表示のため、当期より無形固定資産の「そ

の他」に含めて表示することにいたしました。 

 なお、当期の無形固定資産の「その他」に含まれて

いる水道施設利用権は1,391千円であります。 

２．前期において区分掲記しておりました電話加入権

は、明瞭表示のため、当期より無形固定資産の「その

他」に含めて表示することにいたしました。 

 なお、当期の無形固定資産の「その他」に含まれて

いる電話加入権は9,612千円であります。 

３．前期において区分掲記しておりました会員権は、明

瞭表示のため、当期より投資その他の資産の「その

他」に含めて表示することにいたしました。 

 なお、当期の投資その他の資産の「その他」に含ま

れている会員権は35,560千円であります。 

４．前期において区分掲記しておりました長期預り保証

金は、明瞭表示のため、当期より固定負債の「その

他」に含めて表示することにいたしました。 

 なお、当期の固定負債の「その他」に含まれている

長期預り保証金は18,570千円であります。 

（損益計算書関係） 

 前期において区分掲記しておりました為替差損は、

営業外費用の総額の10/100以下となったため、当期よ

り営業外費用の雑支出に含めて表示することにいたし

ました。 

 なお、当期の雑支出に含まれている為替差損は3,196

千円であります。 

（損益計算書関係） 

１．前期において区分掲記しておりました支払保証料

は、営業外費用の総額の10／100以下となったため、当

期より営業外費用の「雑支出」に含めて表示すること

にいたしました。 

 なお、当期の「雑支出」に含まれている支払保証料

は3,321千円であります。 

２．前期において区分掲記しておりました早期退職割増

金は、特別損失の10／100以下となったため、当期より

「その他特別損失」に含めて表示することにいたしま

した。 

 なお、当期の「その他特別損失」に含まれている早

期退職割増金は5,123千円であります。 

３．前期において区分掲記しておりました再就職支援費

用は、特別損失の10／100以下となったため、当期より

「その他特別損失」に含めて表示することにいたしま

した。 

 なお、当期の「その他特別損失」に含まれている再

就職支援費用は800千円であります。 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの未払消費税等

の減少額は、前期において営業活動によるキャッシ

ュ・フローのその他に含めて表示しておりましたが、

重要性が増したため、当期より区分掲記することにい

たしました。 

 なお、前期の営業活動によるキャッシュ・フローの

その他に含まれている未払消費税等の減少額は、△

7,307千円であります。 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．前期において区分掲記しておりました営業活動によ

るキャッシュ・フローの未払消費税等の増減額は、重

要性が低下したため、当期より営業活動によるキャッ

シュ・フローのその他に含めて表示することにいたし

ました。 

  なお、当期の営業活動によるキャッシュ・フローの

その他に含まれている未払消費税等の増減額は、5,977

千円であります。 

２．投資活動によるキャッシュ・フローの有形固定資産

の取得による支出は、前期において投資活動によるキ

ャッシュ・フローのその他に含めて表示しておりまし

たが、重要性が増したため、当期より区分掲記するこ

とにいたしました。 

 なお、前期の投資活動によるキャッシュ・フローの

その他に含まれている有形固定資産の取得による支出

は、△4,366千円であります。 

２．投資活動によるキャッシュ・フローの長期差入保証

金の返還による収入は、前期において投資活動による

キャッシュ・フローのその他に含めて表示しておりま

したが、重要性が増したため、当期より区分掲記する

ことにいたしました。 

 なお、前期の投資活動によるキャッシュ・フローの

その他に含まれている長期差入保証金の返還による収

入は、24,719千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年６月30日） 

当事業年度 
（平成18年６月30日） 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 283,489千円

構築物 4,557千円

土地 1,187,501千円

合計 1,475,549千円

建物        45,993千円

構築物      936千円

土地        322,438千円

合計        369,368千円

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

社債 800,000千円 一年以内に償還予定の社債      200,000千円 

※２．会社が発行する株式の総数 ※２．       ―――――― 

普通株式 12,000,000株  

発行済株式の総数  

普通株式 7,447,440株  

※３．会社が保有する自己株式の数 ※３．       ―――――― 

普通株式 497,207株  

※４．回収遅延のおそれのある債権であります。 ※４．回収遅延のおそれのある債権であります。 

 ５．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は2,371千円

であります。 

５．       ―――――― 

 ６．       ―――――― 

  

 ６．当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行３行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。 

 これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

 貸出コミットメントの総額 2,100,000千円

借入実行残高      －千円

差引額     2,100,000千円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１．販売費及び一般管理費 

販売費に属する費用のおおよその割合は52％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

48％であります。 

主要な費目および金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費 

販売費に属する費用のおおよその割合は57％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

43％であります。 

主要な費目および金額は次のとおりであります。 

役員報酬 114,918千円

給与手当 669,081 

法定福利費 106,119 

従業員賞与 54,380 

退職給付費用 50,568 

役員退職慰労引当金繰入額 8,570 

旅費交通費 140,504 

地代家賃 194,227 

減価償却費 26,471 

役員報酬    129,874千円

給与手当 573,578 

法定福利費      105,083 

従業員賞与 69,528 

退職給付費用       60,203 

役員退職慰労引当金繰入額 5,120 

旅費交通費 137,796 

地代家賃 172,502 

減価償却費 23,070 

※２．早期退職割増金は、早期退職優遇制度による退職

者への特別加算金であります。 

※２．       ────── 

※３．特別業務損失は、臨時的な要因による多額な損失

であります。 

※３．       ────── 

※４．研究開発費の総額 ※４．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 79,128千円 一般管理費に含まれる研究開発費 36,017千円

※５．       ―――――― ※５．減損損失 

(1）減損損失を認識した資産グループの概要 

(2）減損損失を認識するに至った経緯 

 一部の資産について、事業損益が悪化もしくは

市場価格が下落したため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額しております。 

(3）減損損失の金額 

 減損損失322,549千円は特別損失に計上してお

り、その主な内訳は次のとおりであります。 

(4）資産のグルーピングの方法 

 資産のグルーピングは、主として支社単位と

し、賃貸用資産又は遊休資産は原則として個々の

資産単位をグループとして取り扱っております。 

(5）回収可能価額の算定方法 

 回収可能価額の算出については、不動産鑑定評

価基準に基づく評価額またはそれに準じる方法等

を用いて合理的に算出した正味売却価額と使用価

値（割引率3.0％）のいずれか高い金額を採用して

おります。 

場所 用途 種類 
減損損失 
（千円） 

宮城県仙
台市若林
区東 

事業用 
資産  

土地及
び建物
他  

264,980 

宮城県仙
台市泉区
南光台 

賃貸用
資産 

土地及
び建物  

23,685 

東京都中
野区本町 

事業用
資産 

建物他 8,583 

長野県大
町市大字
平 

遊休資
産 

土地 25,300 

土地   313,965千円

建物他 8,583 

計   322,549 



   （株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注１）普通株式の当期増加株式数 29,789,760株は、株式分割（１：５）によるものであります。 

（注２）普通株式の自己株式の当期増加株式数 2,103,563株は、単元未満株式の買取による増加 

55,195株と、株式分割（１：５）による増加 2,048,368株であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 
前期末株式数 
（株） 

当期増加株式数 
（株） 

当期減少株式数 
（株） 

当期末株式数 
（株） 

発行済株式     

普通株式（注１） 7,447,440 29,789,760 － 37,237,200 

合計 7,447,440 29,789,760 － 37,237,200 

自己株式     

普通株式（注２） 497,207 2,103,563 － 2,600,770 

合計 497,207 2,103,563 － 2,600,770 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年９月29日 

定時株主総会 
普通株式 41,701 6.00 平成17年６月30日 平成17年９月30日 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目との関係 

現金及び預金勘定 2,562,042千円

現金及び現金同等物 2,562,042千円

現金及び預金勘定 1,539,566千円

現金及び現金同等物     1,539,566千円



（リース取引関係） 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

  

１．リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具
及び備品 

128,192 73,435 54,756 

ソフトウ
ェア 

112,382 49,768 62,614 

合計 240,575 123,204 117,371 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具
及び備品 

98,607 62,458 36,148 

ソフトウ
ェア 

104,290 56,630 47,660 

合計 202,897 119,088 83,808 

２．未経過リース料期末残高

相当額 

１年内 41,828千円

１年超 77,779千円

合計 119,607千円

１年内       40,510千円

１年超       45,234千円

合計        85,744千円

３．支払リース料、リース資

産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払

利息相当額 

支払リース料 52,130千円

減価償却費相当額 49,287千円

支払利息相当額 2,859千円

支払リース料       45,062千円

減価償却費相当額       42,820千円

支払利息相当額      2,064千円

４．減価償却費相当額の算定

方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。 

同左 

（減損損失について） ────── リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当事業年度において198,875千円の減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたって、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行っております。 

２．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当事業年度において999千円の減損処理を行っております。 

なお、時価のない株式の減損処理にあたっては、期末における株式の実質価額が取得原価に比べ50％以上下

落した場合には、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられない限り、減損処理を行っております。 

 種類 

前事業年度（平成17年６月30日） 当事業年度（平成18年６月30日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 43,497 50,984 7,487 88,814 156,328 67,514 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 4,000 4,054 54 － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 47,497 55,038 7,541 88,814 156,328 67,514 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 64,854 62,942 △1,911 205,875 205,875 － 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 3,000 2,989 △10 － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 67,854 65,931 △1,922 205,875 205,875 － 

合計 115,351 120,969 5,618 294,689 362,203 67,514 

 
前事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

売却額（千円） － 91,795 

売却益の合計額（千円） － 70,671 

売却損の合計額（千円） － 15,206 

 
前事業年度（平成17年６月30日） 当事業年度（平成18年６月30日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

優先株式 100,000 100,000 

非上場株式（注） 408,626 2,876 

投資事業組合出資 40,420 13,420 

債券 － 100,000 



４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、適格退職年金制度を設けております。 

 厚生年金基金制度については、建設コンサルタンツ厚生年金基金（総合設立型）に加入しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 上記以外に厚生年金基金制度における掛金拠出割合で計算した年金資産額が、前事業年度2,056,571千円、当

事業年度2,309,987千円あります。 

 

前事業年度（平成17年６月30日） 当事業年度（平成18年６月30日） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
千円） 

10年超 
（千円） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － － － － － － － 

(2）社債 7,000 － － － － － － － 

(3）その他 － － － － 100,000 － － － 

２．その他 － － － － － － － － 

合計 7,000 － － － 100,000 － － － 

 
前事業年度 

（平成17年６月30日） 
当事業年度 

（平成18年６月30日） 

(1）退職給付債務（千円） 2,446,686 2,071,439 

(2）年金資産（千円） △757,715 △423,392 

(3）未積立退職給付債務（千円）(1）＋(2） 1,688,971 1,648,047 

(4）未認識数理計算上の差異（千円） △587,132 △469,678 

(5）退職給付引当金（千円）(3）＋(4） 1,101,839 1,178,369 



３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 上記以外に厚生年金基金制度における掛金が、前事業年度104,334千円、当事業年度107,101千円あります。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(1）勤務費用（千円） 146,926 147,161 

(2）利息費用（千円） 51,078 51,380 

(3）期待運用収益（減算）（千円） △934 △4,774 

(4）数理計算上の差異処理額（千円） 53,081 68,509 

(5）退職給付費用（千円） 250,151 262,276 

 
前事業年度 

（平成17年６月30日） 
当事業年度 

（平成18年６月30日） 

(1）割引率（％） 2.10 2.10 

(2）期待運用収益率（％） 0.13 0.63 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(4）数理計算上の差異の処理年数（年） 15 12 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

 損益等からみて重要性が乏しいため記載を省略しております。 

当事業年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 損益等からみて重要性が乏しいため記載を省略しております。 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

貸倒引当金繰入額 33,260千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 448,338 

役員退職慰労引当金繰入額 41,581 

未払賞与 14,861 

繰越欠損金 186,866 

未成業務支出金評価減 34,080 

早期退職割増金 33,016 

その他 30,967 

繰延税金資産小計 822,972 

評価性引当額 △708,238 

繰延税金資産合計 114,733千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △1,627 

繰延税金負債合計 △1,627千円

繰延税金資産の純額 113,106千円

（繰延税金資産）  

貸倒引当金繰入額    19,089千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 479,478 

役員退職慰労引当金繰入額 14,510 

未払賞与 9,298 

繰越欠損金 324,463 

未成業務支出金評価減 11,785 

投資有価証券評価損 81,745 

減損損失 130,486 

その他 31,163 

繰延税金資産小計 1,102,021 

評価性引当額 △983,751 

繰延税金資産合計   118,269千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 27,471 

その他 984 

繰延税金負債合計 28,455千円

繰延税金資産の純額 89,813千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 税引前当期純損失のため記載しておりません。  税引前当期純損失のため記載しておりません。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 592円57銭   97円53銭 

１株当たり当期純損失（△） △168円83銭    △20円83銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

当社は、平成17年10月３日付で普通

株式１株に対し普通株式５株の割合

で株式分割を行いました。 

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における前事業年度の

（１株当たり情報）の各数値は以下

の通りであります。 

１株当たり純資産額 118円51銭 

１株当たり当期純損失

（△） 
△33円77銭 

 前事業年度 当事業年度 

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（△）（千円） △1,179,924 △721,864 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（△） 

（千円） 
△1,179,924 △721,864 

期中平均株式数（株） 6,988,687 34,657,801 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(1）大規模買付行為への対応方針の取締役会決議について

 今般、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注

２）を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注

３）の買付行為、又は結果として特定株主グループの議

決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（いず

れについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを

除き、また市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法

の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模

買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模

買付者」といいます。）に対する対応方針をとりまと

め、平成17年７月８日に開催された当社取締役会におい

て、下記のとおり決定いたしましたので、お知らせしま

す。 

注１：特定株主グループとは、当社の株券等（証券取

引法第27条の23第１項に規定する株券等をいい

ます。）の保有者（同法第27条の23第１項に規

定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有

者に含まれる者を含みます。）及びその共同保

有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保

有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者と

みなされる者を含みます。）並びに当社の株券

等（同法第27条の２第１項に規定する株券等を

いいます。）の買付け等（同法第27条の２第１

項に規定する買付け等をいい、取引所有価証券

市場において行われるものを含みます。）を行

う者及びその特別関係者（同法第27条の２第７

項に規定する特別関係者をいいます。）を意味

します。 

注２：議決権割合とは、特定株主グループの具体的な

買付方法に応じて、(i）特定株主グループが当

社の株券等（証券取引法第27条の23第１項に規

定する株券等をいいます。）の保有者及びその

共同保有者である場合の当該保有者の株券等保

有割合（同法第27条の23第４項に規定する株券

等保有割合をいいます。この場合においては、

当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同

項に規定する保有株券等の数をいいます。）も

計算上考慮されるものとします。）又は（ii）

特定株主グループが当社の株券等（同法第27条

の２第１項に規定する株券等をいいます。）の

大規模買付者及びその特別関係者である場合の

当該大規模買付者及び当該特別関係者の株券等

保有割合（同法第27条の２第８項に規定する株

券等保有割合をいいます。）の合計をいいま

す。各株券等保有割合の算出に当たっては、総

議決権（同法第27条の２第８項に規定するもの

をいいます。）及び発行済株式の総数（同法第

27条の23第４項に規定するものをいいます。）

は、有価証券報告書、半期報告書及び自己株券

買付状況報告書のうち直近に提出されたものを

参照することができるものとします。 

 当社の親会社及び主要株主に異動がありましたので、平

成18年７月11日付で、証券取引法第24条の５第４項及び企

業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び

４号の規定に基づき臨時報告書を提出いたしました。 

(1）親会社の異動 

１）当該異動に係る親会社の名称、住所、代表者の氏

名、資本金及び事業の内容 

① 名称 株式会社エイトコンサルタント 

② 住所 岡山県岡山市津島京町三丁目１番21号 

③ 代表者の氏名 代表取締役社長 小谷 裕司 

④ 資本金 20億5,688万円 

⑤ 事業の内容 建設コンサルタント業務、調査業務

２）当該異動の前後における当該提出会社の親会社の所

有に係る当該提出会社の議決権の数及び当該提出会

社の総株主の議決権に対する割合 

① 当該親会社の所有に係る議決権の数 

異動前     11,287個 

異動後     24,994個 

② 総株主の議決権に対する割合 

異動前     32.71％ 

異動後     72.43％ 

（注１）異動前の総株主の議決権に対する割合は、平成17

年12月31日現在の総議決権数34,499個を分母とし

て算出しております。 

（注２）異動後の議決権総数に対する割合は、この34,499

個に株式会社エイトコンサルタントが、平成18年

６月９日から平成18年７月３日まで実施した公開

買付けに応募された単元未満株式に係る議決権の

数（11個）を加えた34,510個を分母としていま

す。 

３）当該異動の理由及びその年月日 

① 当該異動の理由 

  株式会社エイトコンサルタントが、平成18年６月

９日から平成18年７月３日まで実施した公開買付け

により当社の株式を取得したため。 

② 異動の年月日 

平成18年７月11日 

(2）主要株主の異動 

１）当該異動に係る主要株主の名称 

  株式会社夢真ホールディングス 

２）当該異動の前後における当該主要株主の所有議決権

の数及びその総株主の議決権に対する割合 

① 当該主要株主の所有議決権 

異動前     7,664個 

異動後       0個 

② 総株主の議決権に対する割合 

異動前     22.22％ 

異動後      0.00％ 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

注３：株券等とは、証券取引法第27条の23第１項に規

定する株券等を意味します。 

１）大規模買付ルールの必要性 

 当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な

売買を認める以上、特定の者の大規模買付行為に応じ

て当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株

式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべき

ものであると考えます。従いまして、当社取締役会と

しては、株主の皆様の判断のために、大規模買付行為

に関する情報が大規模買付者から提供された後、これ

を評価・検討し、取締役会としての意見を取りまとめ

て開示します。また、必要に応じて、大規模買付者と

交渉したり、株主の皆様へ代替案を提示することもあ

ります。 

 当社の事業は、都市及び地域の計画・設計、道路・

交通・橋梁及びトンネルの計画・設計、河川・農業土

木・上下水及び廃棄物処理の計画・設計に関する企画

から調査、計画、設計、施工管理までを一貫して行う

建設コンサルタント業務を主体に、これらに付随する

地質調査および測量他の業務を行うものであり、当社

の経営には、幅広いノウハウと豊富な経験、並びに官

公庁を中心とする国内外の顧客及び取引先等のステー

クホルダーとの間に築かれた関係等への理解が不可欠

です。これらに関する十分な理解なくしては、株主の

皆様が将来実現することのできる株主価値を適正に判

断することはできません。当社は、当社株式の適正な

価値を投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に

努めておりますものの、突然大規模買付行為がなされ

たときに、大規模買付者の提示する当社株式の取得対

価が妥当かどうかを株主の皆様が短期間の間に適切に

判断するためには、大規模買付者及び当社取締役会の

双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可

欠です。さらに、当社株式をそのまま継続的に保有す

ることを考える株主の皆様にとっても、大規模買付行

為が当社に与える影響や、当社の従業員、関係会社、

顧客及び取引先等のステークホルダーとの関係につい

ての方針を含む、大規模買付者が考える当社の経営に

参画したときの経営方針や事業計画の内容等は、その

継続保有を検討するうえで重要な判断材料でありま

す。同様に、当社取締役会が当該大規模買付行為につ

いてどのような意見を有しているのかも、当社株主に

とっては重要な判断材料となると考えます。 

（注３）異動前の総株主の議決権に対する割合は、平成17

年12月31日現在の総議決権数34,499個を分母とし

て算出しております。 

（注４）異動後の議決権総数に対する割合は、この34,499

個に株式会社エイトコンサルタントが、平成18年

６月９日から平成18年７月３日まで実施した公開

買付けに応募された単元未満株式に係る議決権の

数（11個）を加えた34,510個を分母としていま

す。 

３）当該異動の年月日 

平成18年７月11日 

  なお、当社は、株式会社エイトコンサルタント

より、本定時株主総会において、株式会社夢真ホ

ールディングスが上記公開会買付けに応募した当

社株式にかかる議決権を株式会社エイトコンサル

タントが行使することで株式会社夢真ホールディ

ングスと合意している旨の報告を受けておりま

す。当社は、かかる報告に基づき、会社法第124条

第４項に従い、株式会社エイトコンサルタントを

本定時株主総会において当該応募された株式にか

かる議決権を行使できる者として定めておりま

す。 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 これらを考慮し、当社取締役会は、大規模買付行為

に際しては、大規模買付者から事前に、株主の皆様の

判断のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する

情報が提供されるべきである、という結論に至りまし

た。当社取締役会は、かかる情報が提供された後、外

部専門家等の助言を受けながら、大規模買付行為に対

する当社取締役会としての意見の検討を速やかに開始

し、慎重に検討したうえで意見を形成し公表いたしま

す。さらに、必要と認めれば、大規模買付者の提案の

改善についての交渉や当社取締役会としての株主の皆

様に対する代替案の提示も行います。かかるプロセス

を経ることにより、当社株主の皆様は、当社取締役会

の意見を参考にしつつ、大規模買付者の提案と（代替

案が提示された場合には）その代替案を検討すること

が可能となり、最終的な応否を自ら決定する機会を与

えられることとなります。 

 

 以上の見解に基づき、当社取締役会は、大規模買付

行為が、上記の見解を具体化した一定の合理的なルー

ルに従って行われることが、当社及び当社株主全体の

利益に合致すると考え、以下のような内容の事前の情

報提供に関する一定のルール（以下、「大規模買付ル

ール」といいます。）を設定することといたしまし

た。 

 

２）大規模買付ルールの内容  

 当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、①

事前に大規模買付者が当社取締役会に対して十分な情

報を提供し、②当社取締役会による一定の評価期間が

経過した後に大規模買付行為を開始する、というもの

です。 

 

 具体的には、まず、大規模買付者には、当社取締役

会に対して、当社株主の皆様の判断及び当社取締役会

としての意見形成のために十分な情報（以下、「本必

要情報」といいます。）を提供していただきます。そ

の項目の一部は以下のとおりです。 

 

① 大規模買付者及びそのグループの概要（大規模買

付者の事業内容、当社の事業と同種の事業について

の経験等に関する情報を含みます。） 

 

② 大規模買付行為の目的及び内容  

③ 当社株式の取得対価の算定根拠及び取得資金の裏

付け 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

④ 当社の経営に参画した後、向こう５年間に想定し

ている経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、

配当政策、資産活用策等（以下、「買付後経営方針

等」といいます。） 

 

 本必要情報の具体的内容は大規模買付行為の内容

によって異なり得るため、大規模買付者が大規模買

付行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締

役宛に、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、

代表者の氏名、国内連絡先及び提案する大規模買付

行為の概要を明示した、大規模買付ルールに従う旨

の意向表明書をご提出いただくこととし、当社は、

かかる意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買

付者から当初提供いただくべき本必要情報のリスト

を当該大規模買付者に交付します。なお、当初提供

していただいた情報を精査した結果、それだけでは

不十分と認められる場合には、当社取締役会は、大

規模買付者に対して本必要情報が揃うまで追加的に

情報提供を求めます。大規模買付行為の提案があっ

た事実及び当社取締役会に提供された本必要情報

は、当社株主の皆様の判断のために必要であると認

められる場合には、適切と判断する時点で、その全

部又は一部を開示します。 

 

 次に、当社取締役会は、大規模買付行為の評価等

の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対

し本必要情報の提供を完了した後、60日間（対価を

現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株

式の買付の場合）又は90日間（その他の大規模買付

行為の場合）を取締役会による評価、検討、交渉、

意見形成、代替案立案のための期間（以下、「取締

役会評価期間」といいます。）として与えられるべ

きものと考えます。従って、大規模買付行為は、取

締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとし

ます。取締役会評価期間中、当社取締役会は外部専

門家等の助言を受けながら、提供された本必要情報

を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見

を慎重にとりまとめ、公表します。また、必要に応

じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する

条件改善について交渉し、当社取締役会として当社

株主の皆様に対し代替案を提示することもありま

す。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

３）大規模買付行為が為された場合の対応方針  

① 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合  

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に

反対であったとしても、当該買付提案についての反

対意見を表明したり、代替案を提示することによ

り、当社株主の皆様を説得するに留め、原則として

当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりませ

ん。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、当

社株主の皆様において、当該買付提案及び当社が提

示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考

慮の上、ご判断いただくことになります。もっと

も、大規模買付ルールが遵守されている場合であっ

ても、当該大規模買付行為が当社株主全体の利益を

著しく損なうと認められる場合には、当社取締役会

は当社株主の皆様の利益を守るために適切と考える

方策を取ることがあります。当該大規模買付行為が

当社株主全体の利益を著しく損なうか否かの検討及

び判断については、その客観性及び合理性を担保す

るため、当社取締役会は、大規模買付者の提供する

買付後経営方針等を含む本必要情報に基づいて、独

立の外部専門家等の助言を得ながら当該大規模買付

者及び大規模買付行為の具体的内容（目的、方法、

対象、取得対価の種類・金額等）や当該大規模買付

行為が当社株主全体の利益に与える影響を検討し、

当社社外監査役２名を含む監査役の過半数の賛同を

得た上で決定することといたします。 

 

② 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場

合 

 

 大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守さ

れなかった場合には、具体的な買付方法の如何にか

かわらず、当社取締役会は、当社及び当社株主全体

の利益を守ることを目的として、株式分割、新株予

約権の発行等、商法その他の法律及び当社定款が認

めるものを行使し、大規模買付行為の開始に対抗す

る場合があります。具体的にいかなる手段を講じる

かについては、その時点で最も適切と当社取締役会

が判断したものを選択することとします。但し、当

社取締役会が具体的対抗策として一定の基準日現在

の株主に対し株式分割を行うことを選択した場合に

は、株式分割１回につき当社株式１株を最大５株に

分割する範囲内において分割比率を決定するものと

します。また、具体的対抗措置として株主割当によ

り新株予約権を発行する場合の概要は別紙に記載の

とおりですが、実際に新株予約権を発行する場合に

は、一定割合以上の当社株券等を保有する特定株主

グループに属さないことを行使条件とするなど、対

抗措置としての効果を勘案した行使期間及び行使条

件を設けることがあります。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

４）株主・投資家に与える影響等  

① 大規模買付ルールが株主・投資家に与える影響等  

 大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買

付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報

や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意

見を提供し、更には、当社株主の皆様が代替案の提

示を受ける機会を保証することを目的としていま

す。これにより、当社株主の皆様は、十分な情報の

もとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適

切な判断をすることが可能となり、そのことが当社

株主全体の利益の保護につながるものと考えます。

従いまして、大規模買付ルールの設定は、当社株主

及び投資家の皆様が適切な投資判断を為すうえでの

前提となるものであり、当社株主及び投資家の皆様

の利益に資するものであると考えております。 

 

 なお、上記３）において述べたとおり、大規模買

付行為者が大規模買付ルールを遵守するか否かによ

り大規模買付行為に対する当社の対応方針が異なり

ますので、当社株主及び投資家の皆様におかれまし

ては、大規模買付行為者の動向にご注意ください。

 

② 対抗措置発動時に株主・投資家に与える影響等  

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかっ

た場合には、当社取締役会は、当社及び当社株主全

体の利益を守ることを目的として、商法その他の法

律及び当社定款により認められている対抗措置をと

ることがありますが、当該対抗措置の仕組上当社株

主の皆様（大規模買付ルールに違反した大規模買付

者を除きます。）が法的権利又は経済的側面におい

て格別の損失を被るような事態が生じることは想定

しておりません。当社取締役会が具体的対抗措置を

とることを決定した場合には、法令及び証券取引所

規則に従って、適時適切な開示を行います。 

 

 なお、対抗措置として考えられるもののうち、株

式分割及び新株予約権の発行についての当社株主の

皆様に関わる手続きについては、次のとおりとなり

ます。 

 

 株式分割を行う場合には、当社株主の皆様にとり

まして必要となる手続きは特にありません。但し、

名義書換未了の当社株主の皆様に関しましては、別

途当社取締役会が決定し公告する株式分割基準日ま

でに、名義書換を完了していただく必要がありま

す。新株予約権の発行又は行使につきましては、新

株予約権又は新株を取得するために所定の期間内に

一定の金額の払込みをしていただく必要がありま

す。かかる手続きの詳細につきましては、実際に新

株予約権を発行することになった際に、法令に基づ

き別途お知らせ致します。但し、名義書換未了の当

社株主の皆様に関しましては、新株予約権を取得す

るためには、別途当社取締役会が決定し公告する新

株予約権の割当期日までに、名義書換を完了してい

ただく必要があります。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

５）大規模買付ルールの有効期限  

 上記対応方針を決定した当社取締役会には、当社監

査役２名が出席し、いずれの監査役も、上記対応方針

の具体的運用が適正に行われることを条件として、上

記対応方針に賛成する旨の意見を述べました。なお、

上記対応方針は、平成17年７月８日現在施行されてい

る法令等を前提としたものであり、いわゆる新会社法

施行後も当社がかかる対応方針を継続するとは限りま

せん。当社取締役会は、企業価値・株主価値向上の観

点から、上記の新会社法を含めた関係法令の整備等を

踏まえ上記対応方針を随時見直していく所存です。 

 

   

別紙  

新株予約権概要  

   

１．新株予約権付与の対象となる株主及びその発行条件  

当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名

簿又は実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、その所有株式（ただし、当社の有する当社普通株

式を除く。）１株につき１個の割合で新株予約権を割

当てる。 

 

２．新株予約権の目的となる株式の種類及び数  

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式と

し、新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は１

株とする。ただし、当社が株式分割又は株式併合を行

う場合は、所要の調整を行うものとする。 

 

３．発行する新株予約権の総数  

新株予約権の割当総数は、20,000,000個を上限とし

て、当社取締役会が定める数とする。当社取締役会

は、割当総数がこの上限を超えない範囲で複数回にわ

たり新株予約権の割当を行うことがある。 

 

４．新株予約権の発行価額  

無償とする。  

５．各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額  

各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は１

円以上で当社取締役会が定める額とする。 

 

６．新株予約権の譲渡制限  

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を

要する。 

 

７．新株予約権の行使期間等  

新株予約権の行使期間、行使条件、消却事由及び消却

条件その他必要な事項については、当社取締役会にて

別途定めるものとする。 

 

以 上  

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(2）株式分割の取締役会決議について  

 当社は平成17年７月18日開催の取締役会において、下

記の通り決議いたしました。 

 

１）平成17年10月３日付をもって、次の通り普通株式１

株を５株に分割する。 

 

① 分割により増加する株式数  

普通株式             29,789,760株  

② 分割の方法  

 平成17年８月８日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株

につき５株の割合をもって分割する。 

 

２）配当起算日           平成17年７月１日  

３）当社が発行する株式の総数の増加  

 平成17年10月３日付をもって商法第218条第２項の

規定に基づき、当社定款を変更し、当社が発行する株

式の総数を、48,000,000株増加させ60,000,000株とす

る。 

 

４）その他、この株式の分割に必要な事項は、今後の取

締役会において決定する。 

 

５）１株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割が、前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報は、次のとおりとなります。 

項目 前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 152円56銭 118円51銭

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） 

84銭 △33円77銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

84銭 － 
なお、潜在株式調整
後１株当たり当期純
利益については、１
株当たり当期純損失
であり、また、潜在
株式が存在しないた
め記載しておりませ
ん。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(3）株式会社夢真ホールディングスによる当社株式の公開

買付けについて 

 

 株式会社夢真ホールディングスは、平成17年７月19日

付で、下記の概要で当社株式の公開買付けを行う旨公表

しました。当社は、これに対し、平成17年７月20日及び

同年８月２日開催の取締役会において、当該公開買付け

について、反対の意を表明することを決議しておりま

す。 

 

１）公開買付者の概要  

① 商号 株式会社夢真ホールディングス  

② 主な事業内容 業務請負事業、施工図作図事業  

③ 設立年月日 平成２年10月１日  

④ 本店所在地 東京都豊島区東池袋三丁目１番１号  

⑤ 代表者 代表取締役社長 鎌田 博史  

⑥ 資本の額 805,147千円  

⑦ 大株主構成及び持株比率  

（平成17年３月31日現在）  

佐藤 真吾              50.90％  

佐藤 淑子              4.46％  

（自己保有株式）株式会社夢真     4.40％  

大阪証券金融株式会社         2.54％  

有限会社佐藤総合企画         2.47％  

⑧ 当社との関係  

資本関係 平成17年６月24日時点で株式会社夢真

ホールディングスは当社の発行済株式

数のうち、478,000株を保有しており

ます。 

 

人的関係 該当事項はありません。  

取引関係 該当事項はありません。  

２）株式会社夢真ホールディングスによる当社株式公開

買付けの概要 

 

① 買付けを行う株券等の種類           普通株式  

② 公開買付期間     平成17年７月20日（水）から

    平成17年８月12日（金）まで

 

③ 買付価格                              110円  

④ 買付予定株式総数                3,491,000株  

⑤ 公開買付開始公告日         平成17年７月20日  

 尚、上記④は、平成17年８月１日付けをもって下

記のとおり変更されております。 

 

④ 買付予定株式総数               17,455,000株  

３）上記当社株式公開買付けの結果は、下記のとおりで

あります。 

 

① 応募株主の数               14件  

② 応募株券等の総数          1,399,000株  

③ 買付けを行う株券等の総数      1,399,000株  

④ 買付前の所有株式数         2,545,000株  

（所有割合 6.83％）  

⑤ 買付後の所有株式数         3,944,000株  

（所有割合10.59％）  

 但し、上記株式数及び所有割合は、上記(2）「株式

分割の取締役会決議について」に記載の株式分割がな

された後の数及び割合です。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(4）株主割当による新株予約権発行の取締役会決議につい

て 

 

 当社は、平成17年７月29日開催の取締役会において、

本年９月開催予定の当社定時株主総会での承認を条件と

して、株主割当の方法により新株予約権を発行すること

を下記のとおり決議いたしました。 

 

１）新株予約権の発行条件  

 本新株予約権の発行は、(i）平成17年９月開催予定

の本定時株主総会において当社定款第５条に規定され

る当社が発行する株式の総数が本新株予約権の発行日

の前日までに8,000万株（平成17年７月18日に当社取

締役会において決議された株式分割の効力が何らかの

理由により生じなかった場合には1,600万株）以上の

株式数に変更される旨の当社定款変更決議がなされる

こと、および（ii）平成17年９月開催予定の本定時株

主総会において本新株予約権の発行が特別決議（商法

第343条に規定される決議方法）により承認されるこ

とを条件とします。 

 

２）新株予約権の発行要項  

① 本新株予約権の総数  

 平成17年10月25日最終の発行済株式総数（当社の

有する当社普通株式の数を控除します。）と同数を

上限とします。 

 

② 募集の方法  

 本新株予約権は、平成17年10月25日最終の株主名

簿および実質株主名簿に記載または記録された株主

に対し、その所有株式（当社の有する当社普通株式

を除きます。）１株につき１個の割合で割当てるも

のとします。 

 

③ 本新株予約権の申込期間  

 平成17年11月18日から平成17年12月５日までとし

ます。平成17年12月５日までに本新株予約権の引受

権を行使しないときは、当該引受権は失権するもの

とします。 

 

④ 本新株予約権の発行日        平成17年12月12日  

⑤ 本新株予約権の目的である株式の種類および数  

 本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通

株式とし、その総数は、平成17年10月25日最終の発

行済株式総数（当社の有する当社普通株式の数を控

除します。）と同数の株式数を上限とします。（本

新株予約権１個の目的である株式の数（以下「割当

株式数」といいます。）は１株とします。） 

 

 ただし、下記⑥により、割当株式数が調整される

場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は

調整後割当株式数に応じて調整されるものとしま

す。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

⑥ 各本新株予約権の目的である株式の数の調整  

(i）当社が、本新株予約権の発行日後、当社普通株

式の分割または併合を行う場合、次の算式により

割当株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満

の端数については、これを切り捨てるものとしま

す。 

 

調整後割当株式数 ＝
調整前割
当株式数 

×
分割または
併合の比率

 

（ii）当該調整後割当株式数は、株式分割の場合は、

株主割当日の翌日以降、株式併合の場合は、商法

第215条第１項に規定する一定の期間満了の日の

翌日以降、これを適用します。 

 

（iii）当社が資本の減少、合併または会社分割を行う

場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得

ない事由が生じたときは、資本の減少、合併また

は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で

割当株式数を調整するものとします。 

 

（iv）割当株式数の調整を行うときは、当社は、あら

かじめその旨およびその事由、調整前割当株式

数、調整後割当株式数およびその適用の日その他

必要な事項を各新株予約権者に書面により通知ま

たは定款に定める方法により公告するものとしま

す。ただし、適用の日の前日までに前記の通知ま

たは公告を行うことができないときは、適用の日

以降すみやかにこれを行うものとします。 

 

⑦ 各本新株予約権の発行価額  

 無償とします。  

⑧ 本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額  

 本新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき

額は、行使価額（以下に定義します。）に割当株式

数を乗じた額とします。 

 

 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を

新たに発行しまたはこれに代えて当社の有する当社

普通株式を移転（以下、当社普通株式の発行または

移転を「交付」といいます。）する場合における株

式１株あたりの払込金額（以下「行使価額」といい

ます。）は、１円とします。 

 

⑨ 本新株予約権の行使請求期間  

 平成17年12月14日から平成17年12月30日まで。た

だし、行使請求期間の最終日が銀行営業日でない場

合にはその前銀行営業日を最終日とします。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

⑩ 本新株予約権の行使の条件  

(i）下記ａ．またはｂ．のいずれかの事由が生じた

場合には、下記（ii）に規定する者は本新株予約

権を行使することができないものとします。な

お、下記ａ．およびｂ．の両方の事由に該当する

ことを妨げないものとします。 

 

ａ．夢真または夢真関係者（下記（ii）に定義さ

れます。以下同じとします。）が、当社が発行

者である株券等（証券取引法第27条の２第１項

に定義されます。）につき公開買付け（同法第

27条の２第６項に定義されます。夢真が平成17

年７月20日に公開買付開始公告（同法第27条の

３第２項に定義されます。以下同じとしま

す。）を行った公開買付けを含みます。ただ

し、平成17年10月１日以降に公開買付開始公告

を行った公開買付けを除きます。）を実施した

ことにより、買付け等（同法第27条の２第１項

に定義されます。以下同じとします。）を行っ

た後における夢真の所有（これに準ずるものと

して証券取引法施行令第７条第３項で定める場

合を含みます。以下同じとします。）に係る当

社の普通株式（公開買付けその他の方法で取得

することとなった決済前の普通株式で本株式分

割（以下に定義されます。）により発行される

ものを含みます。）の数に、夢真関係者が所有

する普通株式（公開買付けその他の方法で取得

することとなった決済前の普通株式で本株式分

割（以下に定義されます。）により発行される

ものを含みます。）の数を合計した数の当社発

行済普通株式総数に対する割合（ただし、当社

取締役会が平成17年７月18日に決議した株式分

割（以下「本株式分割」といいます。）の効力

発生前であっても、本株式分割の効力発生によ

る普通株式の数の増加が行われ、かつ本株式分

割により発行される株券の当該公開買付けにお

ける買付け等（もしあれば）が行われたとして

算出するものとします。）が20％を超えるもの

と、公開買付期間（同法第27条の５に定義され

ます。）経過後、夢真または夢真関係者により

同法第27条の13第１項に基づき公告または公表

される公開買付けの結果等から当社取締役会が

認めその旨をジャスダック証券取引所所定の開

示の方法に従って当社が公表した場合。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

ｂ．当社が発行者である株券等（同法第27条の23

第１項に定義されます。）につき、夢真または

夢真関係者の当該株券等に係る株券等保有割合

（同法第27条の23第４項に定義されます。ただ

し、本株式分割の効力発生前であっても、本株

式分割の効力発生による普通株式の数の増加が

行われ、かつ本株式分割により発行される株券

も保有（同法第27条の23に規定されます。）す

ることができるものとして算出するものとしま

す。）が平成17年10月25日以前に20％を超える

ものと当社取締役会が認めその旨をジャスダッ

ク証券取引所所定の開示の方法に従って当社が

公表した場合。 

 

（ii）上記(i）ａ．またはｂ．のいずれかに該当する

場合に本新株予約権を行使することができない者

は以下の者とします。なお下記ｂ．ないしｆ．記

載の者を「夢真関係者」といいます。 

 

ａ．夢真  

ｂ．（夢真につき上記(i）ａ．に該当する場合）

夢真の特別関係者（同法第27条の２第７項に定

義されます。ただし、同項第１号に掲げる者に

ついては、発行者以外の者による株券等の公開

買付けの開示に関する内閣府令第３条第１項で

定める者を除きます。） 

 

ｃ．（夢真につき上記(i）ｂ．に該当する場合）

夢真の共同保有者（同法第27条の23第５項に定

義される者をいい、同条第６項に基づき共同保

有者とみなされる者を含みます。） 

 

ｄ．ａ．ないしｆ．記載の者から本新株予約権の

発行決議日（平成17年７月29日）以降、本新株

予約権を当社取締役会の承認を得ることなく承

継した者 

 

ｅ．ａ．ないしｆ．記載の者に単独もしくは共同

にて実質的に支配される者または上記ａ．ない

しｆ．記載の者のいずれかを実質的に支配する

者として、当社取締役会が認めた者 

 

ｆ．本新株予約権の発行決議日（平成17年７月29

日）以降、夢真または夢真関係者から当社普通

株式（本株式分割の効力発生前に、本株式分割

により発行される当社普通株式の取得を合意す

る場合の当該普通株式を含みます。）を承継し

た者（ただし、夢真または夢真関係者から市場

内立会取引により当社普通株式を取得した者を

除きます。）および夢真または夢真関係者と実

質的に共同して行為しまたはこれらの者に協力

する者として、当社取締役会が認めた者 

 

（iii）上記(i）に掲げる事由が生じた場合であって

も、上記（ii）に掲げる者のうち本新株予約権の

行使請求期間が開始するまでに当社取締役会が認

めた者は、本新株予約権を行使することができる

ものとします。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（iv）適用ある外国の法令（米国法を含みます。）

上、当該法令の管轄地域に所在する者が所定の手

続の履行もしくは所定の条件（一定期間の行使禁

止、所定の書類の提出等を含みます。）の充足、

またはその双方（以下「現地法手続要件」と総称

します。）なしに本新株予約権を行使すると法令

に違反または抵触することになる場合には、当該

管轄地域に所在する者は、当該現地法手続要件が

全て履行または充足されたことを立証した場合に

限り、本新株予約権を行使することができるもの

とします。ただし、当該管轄地域に所在する者が

本新株予約権を行使するために当社が履行または

充足することが必要とされる現地法手続要件につ

いては、当社としてこれを履行または充足する義

務は負わないものとします。また、当該管轄地域

に所在する者が本新株予約権を行使することが当

該法令上認められない場合には、当該管轄地域に

所在する者は、本新株予約権を行使することがで

きないものとします。 

 

(v）上記(i）ないし（iv）の規定に従い、本新株予

約権者が本新株予約権を行使することができない

場合であっても、当社は、当該本新株予約権を有

する者に対して、損害賠償責任その他の一切の責

任を負わないものとします。 

 

（vi）各本新株予約権の一部行使はできないものとし

ます。 

 

⑪ 本新株予約権の消却事由および消却の条件  

 消却事由および消却の条件は定めません。  

⑫ 本新株予約権の譲渡に関する事項  

 本新株予約権を譲渡するには当社取締役会の承認

を要するものとします。 

 

⑬ 株式交換または株式移転における新株予約権の承

継 

 

 当社を完全子会社とする株式交換または株式移転

を行う場合には、当該時点において行使されていな

い本新株予約権にかかる義務を、当該株式交換また

は株式移転により完全親会社となる会社（以下「完

全親会社」といいます。）に承継させるものとしま

す。ただし、当該株式交換または株式移転に際し、

当社株主総会（他社と共同で完全親会社を設立する

場合には、当社および当該他社のそれぞれの株主総

会）において、以下に定める方針に沿って完全親会

社が本新株予約権にかかる義務を承継する旨の記載

のある当社と完全親会社との間で締結される株式交

換契約書または株式移転の議案が承認された場合に

限るものとします。 

 

(i）新株予約権の目的たる完全親会社の株式の種類  

完全親会社の普通株式  

（ii）各新株予約権の目的たる完全親会社の株式の数  

 株式交換または株式移転の比率等の条件を勘案

の上、割当株式数を調整するものとします。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（iii）各新株予約権の行使に際して払込をなすべき金

額 

 

 株式交換または株式移転の比率等の条件を勘案

の上、行使価額を調整するものとします。 

 

（iv）新株予約権を行使することができる期間  

 上記⑨に定める本新株予約権の行使請求期間の

開始日と株式交換の日または株式移転の日のいず

れか遅い日から、上記⑨に定める本新株予約権の

行使請求期間の終了日までとします。ただし、上

記⑨ただし書に準じた条件に服するものとしま

す。 

 

(v）その他の新株予約権の行使の条件ならびに消却

事由 

 

 本新株予約権の条件に準ずるものとします。  

（vi）新株予約権の譲渡制限  

 本新株予約権を譲渡するには完全親会社の取締

役会の承認を要するものとします。 

 

⑭ 新株予約権証券の発行  

 新株予約権証券は、新株予約権者の請求があると

きに限りこれを発行するものとします。 

 

⑮ 本新株予約権の行使により新株を発行する場合に

おいて新株の発行価額中資本に組入れない額 

 

 本新株予約権の行使により当社普通株式を発行す

る場合、株式の発行価額の全額を資本に組入れるも

のとし、資本に組入れない額は零円とします。 

 

⑯ 本新株予約権の行使請求および払込の方法  

(i）本新株予約権を行使する場合には、当社が定め

る様式による行使請求書（以下「行使請求書」と

いいます。）に必要事項を記入し、記名捺印の

上、これを当社の指定する行使請求受付場所に提

出するものとします。当該行使にかかる本新株予

約権につき新株予約権証券が発行されている場合

には、行使請求書に当該新株予約権証券を添付し

なければならないものとします。 

 

（ii）前号の行使請求書の提出とともに、本新株予約

権の行使により交付される当社普通株式にかかる

行使価額の全額（以下「払込金」といいます。）

を、現金にて当社の指定する払込取扱場所の当社

の指定する口座（以下「指定口座」といいま

す。）に振り込むものとします。 

 

（iii）行使請求受付場所に本新株予約権行使に要する

書類を提出した者は、その後これを撤回すること

はできないものとします。 

 

⑰ 本新株予約権行使の効力発生時期等  

(i）本新株予約権の行使の効力は、上記⑯ (i）の

行使請求書および当該行使にかかる本新株予約権

の新株予約権証券（ただし、発行が行われている

場合）が行使請求受付場所に到達し、かつ払込金

が指定口座に入金されたときに生じるものとしま

す。 

 

（ii）当社は、本新株予約権の行使の効力発生後すみ

やかに株券を交付します。ただし、単元未満株式

については株券を発行しません。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

⑱ 本新株予約権行使後第１回目の配当  

 本新株予約権の行使により交付された当社普通株

式の配当金または商法第293条ノ５に定められた金

銭の分配（中間配当金）については、本新株予約権

の行使がなされたときは平成17年７月１日に当社普

通株式の交付があったものとみなしてこれを支払う

ものとします。 

 

⑲ その他本新株予約権発行に関し必要な一切の事項

の決定は、当社代表取締役に一任するものとしま

す。 

 

(5）株式会社エイトコンサルタントによる当社株式の公開

買付け及び同社との業務提携について 

 

 株式会社エイトコンサルタントは、平成17年８月８日

付で、下記の概要で当社株式の公開買付けを行う旨公表

しました。当社は、これに対し、同日開催の取締役会に

おいて、当該公開買付けについて、賛同の意を表明する

ことを決議しております。 

 

１）公開買付者の概要  

① 商号 株式会社エイトコンサルタント  

② 主な事業内容 建設コンサルタント業務、調査業

務 

 

③ 設立年月日 昭和35年９月24日  

④ 本店所在地 岡山県岡山市津島京町三丁目１番21

号 

 

⑤ 代表者 代表取締役社長 小谷 裕司  

⑥ 資本の額 20億5,688万円  

⑦ 大株主構成及び持株比率  

（平成16年11月30日現在）  

株式会社八雲                       35.77％  

エイトコンサルタントグループ社員持株会 

7.15％ 

 

小谷 裕司               4.90％  

小谷 敏幸               2.56％  

小谷 満俊               1.55％  

日本生命保険相互会社          1.48％  

住友信託銀行株式会社          1.46％  

小谷 浩治               1.44％  

株式会社山陰合同銀行          1.44％  

小谷 辰士               1.33％  

注）上記のほか、エイトコンサルタント所有の自

己株式3,000株、発行済株式総数に対する所

有株式数の割合11.11％があります。 

 

⑧ 当社との関係  

資本関係 該当事項はありません。  

人的関係 該当事項はありません。  

取引関係 公開買付けによりエイトコンサルタン

トが当社株式の50.10％を取得するこ

とを条件に当社と業務提携を行う予定

です。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

２）株式会社エイトコンサルタントによる当社株式公開

買付けの概要 

 

① 買付けを行う株券等の種類      普通株式  

② 買付予定期間    平成17年８月９日（火）から  

                平成17年10月７日（金）まで  

③ 買付予定価格              118円  

④ 買付け予定株式数        17,428,387株  

⑤ 公開買付け開始公告日  平成17年８月９日（火）  

（注）応募株券の総数が買付予定数（17,428,387

株）（議決権比率50.10％に相当する株式）

に満たないときは、応募株券の全部の買付け

を行いません。また、応募株式の総数が買付

予定数を超えた場合は、応募株式の全部を買

付けます。 

 

３）株式会社エイトコンサルタントとの業務提携につい

て 

 

 当社は、平成17年８月８日開催の取締役会におい

て、株式会社エイトコンサルタント（以下本３）にお

いて「エイトコンサルタント」といいます。）による

上記公開買付け（以下本３）において「本件公開買付

け」といいます。）によってエイトコンサルタントが

当社株式の50.10％を買付けることを条件に、業務提

携を行うことを決議しました。その内容は以下の通り

です。 

 

① 業務提携の理由  

 エイトコンサルタントは当社と同じ建設コンサル

ティング事業を営み、当該事業分野において顧客の

信頼と高度な技術を有する従業員という人的資源が

企業価値の根幹をなすことにつき理解を共有してお

ります。このような基本的な認識を踏まえ、本件公

開買付けによってエイトコンサルタントが当社株式

の50.10％を買付けることを条件に、両社の人的資

源の補完及び両社での技術・ノウハウの共有化など

を内容とする提携を行うことを合意いたしました。

なお、かかる業務提携を推進するため、本件公開買

付けによってエイトコンサルタントが当社株式の

50.10％を買付けた場合には、臨時株主総会を開催

し、エイトコンサルタントが当社との協議を経た上

で指名する候補者を取締役として選任する旨の議案

を上程することを合意しております。 

 

② 業務提携の内容  

 グループ全体の総合力発揮と経営のスピード化を

図り、企業競争力を強化し、わが国における第一級

のソリューション・コンサルタントとして展開する

ことを目指して、以下に掲げる事項などを実行して

まいります。 

 

(i）博士、技術士などの専門技術者から構成される

人的資源及び営業基盤の相互補完 

 

（ⅱ）両社の商品分野別の技術・ノウハウ・情報の共

有化並びに技術開発及び人材の能力開発の協力推

進 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（ⅲ）建設関連事業に関する総合的なサービスのワン

ストップでの提供 

 

（ⅳ）全国の事業所の統廃合及び経営・業務管理シス

テムの統合による効率化及びコスト削減 

 

③ 日程  

 エイトコンサルタントが本件公開買付けにより

50.10％の株式を買付けることを条件に業務提携す

ることといたします。本件公開買付けの買付期間は

平成17年10月７日に終了する予定です。 

 

④ 今後の見通し  

 本件公開買付けの買付期間が終了し、業務提携後

の業績の見通しが明らかになった段階で公表いたし

ます。 

 

(6）株主割当による新株予約権発行中止の取締役会決議に

ついて 

 

 当社は、平成17年７月29日開催の取締役会において、

本年９月開催予定の当社定時株主総会での承認を条件と

して、株主割当の方法により新株予約権を発行すること

を決議いたしましたが、平成17年９月12日開催の取締役

会において、当該発行を中止する決議を行っておりま

す。 

 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

いであ㈱ 187,500 205,875 

㈱みずほフィナンシャルグループ（優

先株式） 
100 100,000 

㈱三菱東京フィナンシャル・グループ 46.57 74,512 

㈱東京都民銀行 7,000 34,090 

㈱みずほフィナンシャルグループ 22 21,318 

㈱りそなホールディングス 44.875 16,199 

天龍木材㈱ 50,000 7,400 

大成工務㈱ 4,000 2,000 

㈱建設技術研究所 1,000 922 

日本工営㈱ 1,660 546 

その他（６銘柄） 2,450 2,217 

計 253,823.445 465,080 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

有価証券 
その他有

価証券 

他社株転換特約付債 100,000 100,000 

計 100,000 100,000 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

投資事業組合「NIFアジア50-A」 1 3,932 

投資事業組合「NIFベンチャー21-A」 1 9,487 

計 2 13,420 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

２．当期減少額の欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．貸借対照表日後５年内の償還予定額は以下のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産        

建物 745,242 6,661 
12,145 

(25)
739,758 414,131 23,737 325,626 

構築物 26,638 － － 26,638 22,846 765 3,792 

車両運搬具 15,920 2,874 
18,794 

(5,110)
－ － 764 － 

工具器具及び備品 236,311 4,477 
29,316 

(2,764)
211,473 193,675 3,049 17,798 

土地 1,263,273 － 
313,965 

(313,965)
949,307 － － 949,307 

有形固定資産計 2,287,386 14,013 
374,221 

(321,866)
1,927,178 630,653 28,316 1,296,525 

無形固定資産        

ソフトウェア － － － 31,189 14,715 11,047 16,473 

その他 － － － 13,545 2,541 259 11,003 

無形固定資産計 － － － 44,735 17,257 11,307 27,477 

繰延資産        

社債発行差金 1,200 － 1,200 － － 42 － 

繰延資産計 1,200 － 1,200 － － 42 － 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率 
（％） 

担保 償還期限 

第３回物上担保付社債 平成10年10月30日 
400,000 

(400,000)
－ 年1.4 あり 平成17年10月28日 

第４回物上担保付社債 平成10年10月30日 
200,000 

(200,000)
－ 年1.4 あり 平成17年10月28日 

第５回物上担保付社債 平成12年４月25日 100,000 
100,000 

(100,000)
年2.29 あり 平成19年４月25日 

第６回物上担保付社債 平成12年４月25日 100,000 
100,000 

(100,000)
年2.31 あり 平成19年４月25日 

第１回無担保社債 平成15年９月30日 
125,000 

(50,000)

75,000 

(50,000)
年0.60 なし 平成19年９月28日 

合計 － 
925,000 

(650,000)

275,000 

(250,000)
－ － － 

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

250,000 25,000 － － － 



【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の当期減少額「その他」は、洗替によるもの及び回収によるものであります。 

    ２．役員退職慰労引当金の当期減少額「その他」は、役員退職慰労金制度の廃止に伴い「長期未払金」へ振替え

たことによるものであります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 102,334 7,268 44,332 3,980 61,289 

業務損失引当金 9,394 22,831 9,394 － 22,831 

役員退職慰労引当金 102,120 8,400 74,860 35,660 － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 1,214 

銀行預金  

当座預金 13,430 

普通預金 1,204,921 

通知預金 320,000 

小計 1,538,352 

合計 1,539,566 

相手先 金額（千円） 

㈱皆川組 3,842 

合計 3,842 

期日別 金額（千円） 

平成18年７月 － 

８月 － 

９月 3,842 

10月 － 

11月 － 

12月 － 

平成19年１月以降 － 

合計 3,842 



３）完成業務未収入金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）完成業務未収入金の発生および回収ならびに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等374,638千円が含まれております。 

４）未成業務支出金 

５）出資金 

相手先 金額（千円） 

国土交通省 125,085 

福岡県 53,366 

㈱鴻池組 48,255 

(独)都市再生機構 38,643 

㈱長谷工コーポレーション 36,561 

その他 536,349 

合計 838,259 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間 

(A) (B) (C) (D)
(C)

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 
(D) 
── 
(B) 

×12

1,150,512 8,070,203 8,382,456 838,259 90.9 1.3ヶ月 

区分 金額（千円） 

建設コンサルタント部門  

都市および地域の計画・設計 34,948 

道路・交通・橋梁およびトンネルの計画・設計 112,289 

河川・農業土木・上下水道および廃棄物処理の計

画・設計 
68,491 

その他 23,050 

小計 238,780 

その他部門  

地質および測量の調査他 18,880 

小計 18,880 

合計 257,660 

相手先 金額（千円） 

日本自動車道株式会社匿名組合 400,000 

合計 400,000 



６）差入保証金 

② 負債の部 

１）業務未払金 

２）退職給付引当金 

 退職給付引当金の主な内容は、財務諸表の注記事項（退職給付関係）に記載しております。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 

事務所賃借保証金 735,535 

社員宿舎賃借保証金 41,932 

その他 1,730 

合計 779,197 

相手先 金額（千円） 

㈱アーバントラフィックエンジニアリング 44,205 

㈱鴻池組 36,015 

㈱都市・建築計画研究所 27,825 

規光コンサルタント㈱ 15,099 

㈱神戸製鋼所 12,390 

その他 271,549 

合計 407,083 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．平成18年９月27日開催の第53期定時株主総会決議により、決算期を変更いたしました。  

決算期      ５月31日 

定時株主総会   ８月中 

基準日      ５月31日 

中間配当基準日  11月30日 

 なお、第54期事業年度については、平成18年７月１日から平成19年５月31日までの11ヵ月となります。 

２．平成18年９月27日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなり

ました。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし事故その他のやむを得ない事由により電子公告をすること

ができないときは、日本経済新聞に掲載する。  

決算期 ６月30日 

定時株主総会 ９月中 

基準日 ６月30日 

株券の種類 100,000株券 10,000株券 1,000株券 

中間配当基準日 12月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番２号 

 東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番２号 

 東京証券代行株式会社 

取次所 

東京証券代行株式会社 営業所 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき100円＋印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番２号 

 東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番２号 

 東京証券代行株式会社 

取次所 

東京証券代行株式会社 営業所 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等である株式会社エイトコンサルタントは、継続開示会社であり、東京証券取引所に上場しておりま

す。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書およびその添付書類 

 事業年度（第52期）（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月30日関東財務局長に提出

(2）半期報告書 

 （第53期中）（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月28日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

平成17年10月４日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

平成17年10月25日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

平成18年７月11日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（親会社及び主要株主の異動）に基づく臨

時報告書であります。 

(4）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日）平成17年８月８日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日）平成17年９月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年10月11日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

  平成１７年９月２９日

日本技術開発株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柿塚 正勝  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小倉 邦路  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

技術開発株式会社の平成１６年７月１日から平成１７年６月３０日までの第５２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本技術

開発株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年７月１８日開催の取締役会において、株式分割を決議し

ている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管している。 



独立監査人の監査報告書

  平成１８年９月２７日

日本技術開発株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小倉 邦路  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺 伸啓  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

技術開発株式会社の平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの第５３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本技術

開発株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により計算書類を作成している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社エイトコンサルタントによる株式の公開買付けの結果、同社が

当社の親会社となっている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管している。 
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